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はじめに 

 

 我が国では、1970 年代後半以降、合計特殊出生率が急速に低下し、人口規模が長期

的に維持される水準（人口置換水準。現在は 2.07）を下回る状態が、約 40 年間続い

てきたものの、総人口は 2008 年（平成２０年）まで増加を続けてきました。これは、

平均寿命が延びて死亡数の増加が抑制されたことに加え、戦後の第一次・第二次ベビー

ブームによる大きな人口の塊により、出生率が下がっても出生数が大きく低下しなかっ

たことに起因するもので、“人口貯金”ともいわれる状況にあったからです。 

 ところが、我が国の総人口は、2008 年をピークに減少局面に入り、人口貯金を使い

果たした状況となっています。このような状況は、大都市圏を除く全国の地方自治体で

多くみられ、津市も 2008 年をピークに人口減少が続いている状況です。 

 津市を始め、多くの地方自治体においては、以前より少子化や高齢化の急速な進行を

まちづくりにおける重要課題として認識しており、その解決に向けては、地域振興策や

地域活性化策という名目で、様々な取組を行ってきました。 

 このような中、平成２６年５月に民間の有識者組織である「日本創成会議・人口減少

問題検討分科会」から、2040年には人口減少で多くの地方自治体が消滅する可能性が

あるというレポート「ストップ少子化・地方元気戦略」が発表され、「消滅可能性都市」

とされた自治体を中心に大きな反響を呼びました。 

 これを受け、国においては、平成２６年９月にまち・ひと・しごと創生本部を設置し

協議を重ね、同年１１月２１日にまち・ひと・しごと創生法（以下「創生法」という。）

が成立。そして、同年１２月２７日に国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以

下「国の長期ビジョン」という。）及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「国

の総合戦略」という。）が閣議決定されました。 

 創生法においては、国と地方が一体となり、中長期的視点に立って地方創生に取り組

む観点から、地方自治体は、国の長期ビジョン及び総合戦略を勘案し、人口の現状と将

来の展望を提示する「地方版人口ビジョン」と、当該ビジョンを踏まえ、今後５か年の

目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「地方版総合戦略」を策定するよう

努めなければならないと規定されました。 

 地方創生に向けては、地方が自ら考え、そして責任をもって実行していくことが求め

られています。津市は、消滅可能性都市と言われるような逼迫した状況に陥ってはいま

せんが、ただ漫然と受け流すことができる状況でもありません。将来を見据え、しっか

りとした戦略を持って取り組んでいかなければなりません。 

 そこで、本書は、津市における人口動向を分析し将来の展望を示す人口ビジョンと同

ビジョンを踏まえ地方創生に向けた取組をより効果的に集中して進めるための総合戦

略を示すものとして策定しました。 
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第１章 人口ビジョン 

 第１ 津市の人口動向分析 

  １ 総人口の推移 

    次のグラフは、津市における国勢調査に基づく 1955 年から 2010 年までの

総人口の推移と、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）によ

る 2015 年から 2040 年までの将来推計を示しています。 

    なお、市町村合併のあった 2006 年以前の 2005 年までの数値については、

合併した 10 市町村の合計値としています。以後の人口等の数値についても同様

としています。 

 

  

資料出所：総務省「国勢調査」、県統計課「三重県勢要覧」、社人研将来推計人口 

 

   また、次のグラフは、2006 年（平成 18 年）から 2014 年（平成 26 年）ま

でにおける地域別の人口の推移を示しています。 
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←社人研による推計値→ 

図表１ 総人口の推移 

図表２ 地域別の人口の推移 
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●津市の総人口は、1960 年以降、年々増加していましたが、国勢調査実施年では

2005 年の 288,538 人をピークに、その後、減少傾向となり、20 年後の 2035

年には 250,000 人を下回るという将来推計となっています。 

●地域別の人口推移を見ると、美里地域、香良洲地域、白山地域、美杉地域の減少率

が大きくなっています。 

 

 

  ２ 年齢３区分別人口の推移 

    次のグラフは、津市における国勢調査に基づく 1960 年から 2010 年までの

年齢３区分（年少人口（15 歳未満の人口）、生産年齢人口（15 歳～64 歳の人

口）、老年人口（65 歳以上の人口））の推移と、社人研による 2015 年から 2040

年までの将来推計を示しています。 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省「国勢調査」、県統計課「三重県勢要覧」、社人研将来推計人口 

注）年少人口（１５歳未満の人口）、生産年齢人口（１５歳～６４歳の人口）、老年人口（６５歳以上の人口） 
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← 社人研による推計値 → 
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    また、次のグラフは、1980 年（昭和 55 年）から 2010 年（平成 22 年）

までにおける国勢調査に基づく各地域の年齢３区分の割合の推移を示していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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図表４ 各地域における年齢３区分別人口の推移 
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資料出所：総務省「国勢調査」 

 

●図表３の年齢３区分別人口の推移を見ると、総人口の増加に伴い、生産年齢人口も

増加してきていましたが、1995 年の 194,899 人をピークに、減少傾向が続い

ており、将来に向けても大きく減少する見込みとなっています。年少人口は、1975

年の 59,019 人をピークに緩やかに減少を続けており、将来に向けても緩やかに

減少する見込みとなっています。老年人口は、年々大きく増加してきており、1995

年からは、老年人口が年少人口を上回り、2015 年以降は、ほぼ横ばいにしばら

く推移する見込みとなっています。 

●図表４の地域別の状況を見ると、老年人口の割合はいずれの地域でも増加してお

り、美杉地域では、2010 年（平成 22 年）に、老年人口の割合が生産年齢人口を

上回っています。 
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  ３ 人口ピラミッドから見る人口推移 

    次のグラフは、1980 年から 2010 年までは実績値、また、2015 年から

2040 年までは社人研による人口推計に基づいた人口構造を表しています。 
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 資料出所：総務省「国勢調査」、社人研将来推計人口 

注記：2010年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2015年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づ

く推計値。総人口については、年齢不詳は除く。 

 

 

●人口ピラミッドの０～４歳を構成する人口は、1980 年以降減少し続けています。 

●人口ピラミッドが釣鐘型からつぼ型に変わり、高齢者を支える若者が少なくなるこ

とが予想されています。 
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  ４ 出生数・死亡数・転入数・転出数の推移 

    人口の変化は、出生による増加と、死亡による減少を要因とする自然増減及び、

転入による増加と、転出による減少を要因とする社会増減によって生じます。 

    次のグラフは、津市における平成 17 年（2005 年）から平成 25 年（2013

年）にかけての出生数・死亡数・転入数・転出数の推移を示しています。 

 

 

 

資料出所：県統計課「月別人口調査」（10 月 1 日～9 月 30 日）・「三重県勢要覧」 

 

 

 

 

●近年は、死亡数が出生数を上回る状況が続いており、その差は広がる傾向にあり、自

然減が続いています。 

●転入数、転出数ともに減少傾向にあるものの近年は社会減の傾向が続いております。 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H17～H18 H18～H19 H19～H20 H20～H21 H21～H22 H22～H23 H23～H24 H24～H25

死亡数

出生数

転入数

転出数

-2500

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

H17～H18 H18～H19 H19～H20 H20～H21 H21～H22 H22～H23 H23～H24 H24～H25

自然増減数

社会増減数

人口増減数

図表６ 出生数・死亡数・転入数・転出数の推移 

（人） 

図表７ 総人口の増減における社会・自然増減との関係 

（人） 
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  ５ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

    次のグラフは、縦軸を社会増減数、横軸を自然増減数として、総人口の推移に

与えてきた自然増減と社会増減の動きを示しています。 

 

 

 

 

 

 

●昭和 50 年代から平成 17 年にかけて自然増が続いており、社会減となった年が

あるものの、自然増と合わせて人口は増加傾向にありました。 

●しかし、平成 18 年以降は、自然減へと変わり、その減少も大きくなってきてお

り、また、平成 20-21 年には大きく社会減となっています。その後、社会減は小

さくなってきているものの、自然減の拡大で人口の減少が進んでいます。 
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図表８ 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

人口増から人口減へ推移 



 

- 12 - 

 

 

  ６ 世帯数の推移 

    次の２つのグラフは、国勢調査に基づく 1980 年から 2010 年までの世帯数

と１世帯当たりの人員の推移、世帯別の推移を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省「国勢調査」、県統計課「三重県勢要覧」 
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図表９ 世帯数と世帯当たり人員の推移 

図表１０ 世帯別の推移 
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●世帯数が年々増加している一方で、１世帯当たりの人員は、年々減少してきてい

ます。 

●世帯別では核家族、単独世帯ともに大きく増加しており、高齢者世帯も増加を続

けています。 

 

 

  ７ 合計特殊出生率の推移 

    次のグラフは、平成 18 年の合併後における津市、三重県、全国の合計特殊出

生率の推移を示しています。 

 

 

 

  

資料出所：三重県衛生統計年報、津保健所年報 

 

 

●合計特殊出生率は緩やかな回復傾向にあるものの、人口規模が長期的に維持され

る水準（人口置換水準）である 2.07 を大きく下回っている状態です。 

●近年においては、全国の平均を上回っているものの、三重県の平均は下回る水準

となっています。 
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図表１１ 合計特殊出生率の推移 
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  ８ 婚姻件数の推移 

    次のグラフは、津市における婚姻件数の推移を示しています。 

 

 

 

資料出所：県健康福祉総務課「三重県の人口動態統計」、県統計課「三重県統計書」 

 

    また、次のグラフは、全国における年齢別未婚率の推移を示しています。 
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図表１２ 婚姻件数の推移 
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図表１３ 年齢別未婚率の推移 

資料出所：総務省「国勢調査」 
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●婚姻件数の推移を見ると、増減はあるものの、概ね平均して 1,500～1,600 件で

推移してきていましたが、平成 22 年に 1,500 件を下回ってからは、大きく減少

しており、平成 25 年の 1,280 件は、平成 5 年の 1,653 件と比べて、22.6%の

減となっています。 

●年齢別未婚率の推移を見ると、特に男女とも 25～39 歳までの未婚率の上昇が大

きく、未婚化・晩婚化が進んでいることが分かります。 

 

 

  ９ 合計特殊出生率・婚姻件数・出生数の関係 

    次のグラフは、津市における合計特殊出生率、婚姻件数及び出生数の関係を示

しています。 

 

 

 

資料出所：三重県衛生統計年報、津保健所年報、県統計課「月別人口調査」・「三重県勢要覧」・「三重県統計書」 

 

 

●婚姻件数、出生数が減少傾向にあるのに対し、合計特殊出生率は上昇傾向にありま

す。 

●出生数は、合計特殊出生率の動向だけではなく、女性の人口やその年齢構成の影響

を受けるため、合計特殊出生率の上昇とともに、出生数も上昇するというわけでは

ないということが分かります。 
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図表１４ 合計特殊出生率、婚姻件数及び出生数の関係 
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  10 地域別老年人口比率 

    次のグラフは、地域別の老年人口比率（地域別の総人口に占める 65 歳以上の

人口の割合）の推移を示しています。 

 

 

 

  資料出所：津市住民基本台帳人口（各年 12 月 31 日現在 H24 年以降は、外国人も含む） 

 

地域 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

津 21.8% 22.3% 23.0% 23.2% 23.5% 23.8% 24.8% 25.6% 

久居 21.7% 22.3% 22.9% 23.1% 23.2% 23.3% 24.0% 24.5% 

河芸 22.5% 23.2% 23.9% 24.2% 24.2% 24.3% 25.2% 26.0% 

芸濃 26.6% 26.8% 26.9% 26.7% 26.9% 27.4% 28.0% 28.7% 

美里 29.9% 30.2% 30.9% 30.8% 31.4% 32.7% 34.3% 35.8% 

安濃 22.3% 22.9% 23.7% 24.1% 24.5% 25.4% 26.7% 28.0% 

香良洲 27.0% 27.7% 28.5% 28.7% 29.2% 29.0% 30.4% 31.5% 

一志 23.6% 24.2% 25.2% 25.3% 25.5% 26.4% 27.6% 28.6% 

白山 30.1% 30.8% 31.6% 31.9% 32.2% 33.3% 34.8% 35.8% 

美杉 46.8% 48.2% 49.5% 49.8% 50.5% 51.6% 53.5% 55.1% 

津市 23.2% 23.8% 24.4% 24.6% 24.9% 25.2% 26.2% 27.0% 

 

●合併後の地域別の老年人口比率の推移を見ると、全ての地域において上昇傾向にあ

ります。 

●特に、美杉地域においては、平成 19 年の 46.8%から平成 26 年には 55.1%まで

8.3 ポイントも上昇しています。 

●平成 26 年には、美杉地域（55.1％）、白山地域（35.8%）、美里地域（35.8%）、

香良洲地域（31.5%）が 30%を超えており、高齢化が進行してきています。 
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0

図表１５ 地域別の老年人口比率の推移 
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  11 男女別・年齢階級別の転入数・転出数の状況 

    次からのグラフは 2013 年における性別・年齢５歳階級別に見た三重県内外

から津市への転入数及び津市から三重県内外への転出数並びに転入数から転出

数を差し引いた純移動数をまとめたものです。 

 

 

 

 

 資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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図表１７ 男性・年齢階級別 県内外への転出数 

図表１６ 男性・年齢階級別 県内外からの転入数 

（人） 

（人） 
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●男性の三重県内外への転入数・転出数は、いずれも 20～24 歳、25～29 歳、30～

34 歳の青年層の数値が大きく、年齢が高くなるにつれて小さくなっています。 

●転入数から転出数を差し引いた純移動数を見ると、数値の大きい 20～24 歳、25～

29 歳、30～34 歳の青年層は、三重県内からは転入超過になっている一方で、三重

県外へ大きく転出超過となっています。 
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図表１９ 女性・年齢階級別 県内外からの転入数 

図表１８ 男性・年齢階級別 純移動数（転入数 － 転出数） 

（人） 

（人） 
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●女性の三重県内外への転入数・転出数は、いずれも 20～24 歳、25～29 歳、30

～34 歳の青年層の数値が大きく、年齢が高くなるにつれて小さくなっています。

これは男性と同じ傾向です。 

●転入数から転出数を差し引いた純移動数を見ると、数値の大きい 20～24 歳、25

～29 歳において、三重県内外ともに転出超過となっており、男性とは異なる傾向

となっています。 
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図表２１ 女性・年齢階級別 純移動数（転入数 － 転出数） 
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図表２０ 女性・年齢階級別 県内外への転出数 



 

- 20 - 

 

 

  12 年齢階級別の人口移動状況 

    次のグラフは、2012 年から 2014 年までの転入数から転出数を差し引いた

純移動数について、年齢階級別に見たものです。 

 

 

 

 

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

●近年の人口移動の状況を見ると、15～19 歳の転出超過は、市内の大学等への入学

に係る転入と市外の大学等への入学に係る転出の差によるものと考えられます。 

●また、20～24 歳及び 25～29 歳の転出超過が大きい要因は、市内の大学等を卒業

し就職等のために転出していることが背景にあるものと考えられます。 
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図表２２ 年齢階級別の人口移動状況 
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  13 年齢階級別５年間の人口移動の推移 

     1980 年から 2010 年までの推移は、次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

資料出所：「国勢調査」データに基づく総務省の推計値 
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図表２３ 年齢階級別５年間の人口移動の推移（全体） 
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図表２４ 年齢階級別の人口移動状況（男性） 
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●全体並びに男女別を見ても、同様な傾向を示しており、10～14 歳→15～19 歳

で転入超過となる傾向があります。 

●また、1980 年→1985 年、1985 年→1990 年、1990 年→1995 年では、

15～19歳→20～24歳に転出超過のピークがありますが、1995年→2000年、

2000 年→2005 年、2005 年→2010 年では、20～24 歳→25～29 歳が転

出超過のピークとなっています。 
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図表２５ 年齢階級別の人口移動状況（女性） 
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  14 地域ブロック別の人口移動状況 

    次のグラフは、2012 年から 2014 年までの転入数から転出数を差し引いた

純移動数について、地域ブロック・三重県内圏域別に見たのが次のグラフです。 

 

 

 

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

●近年の動向を見ると、中部、東京圏、関西といった三重県外への転出超過に加え、

三重県内の北勢地域への転出超過もみられます。 

●また、三重県内の津市以南の地域や伊賀地域からの転入超過に加え、三重県外では

中国地方からの転入超過が続いています。 
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図表２６ 地域ブロック別の人口移動状況 
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  15 転入・転出の状況 

  （１）津市への転入における転居元 

     次の図は、2014 年における津市への転入に係る主な転居元を図示したもの

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※三重県外は、100 人以上の移動のみ表記 

 

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」  
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図表２７ 津市への転入における主な転居元 
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  （２）津市からの転出における転居先 

     次の図は、2014 年における津市からの転入に係る主な転居先を図示したも

のです。 

 

 

 

 

 

  

 

  

   

                                         

   

   

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※三重県外は、100 人以上の移動のみ表記 

 

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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図表２８ 津市からの転出における主な転居先 
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  （３）転入・転出超過状況 

     次の図は、2014 年における主な転入・転出超過先を図示したものです。 

 

 

 

 

  

 

  

   

  

   

   

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに算出 

●三重県外の動向を見ると、主な転出超過先は、東京都、愛知県、大阪府となってい

ます。 

●三重県内の動向を見ると、桑名市、亀山市、玉城町へは、転出超過となっています

が、松阪市、伊勢市を始めとする多くの市町から転入超過となっています。 

        100 人以上 

 

        50 人以上 100 人未満 

 

        10 人以上 50 人未満 

京都府 

図表２９ 津市の主な転入・転出超過先 
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  16 津市定住促進基礎調査結果 

    平成２５年度に定住促進基礎調査として、次のとおり「転入・転出者へのアン

ケート」、「大学生へのアンケート」、「不動産事業者等へのヒアリング」を実施し

ました。ここでは、調査結果の主なポイントなどを示しています。 

（１）転入・転出者へのアンケート 

    ア 対象者 

     ・住民基本台帳上で、平成 24 年 11 月１日～平成 25 年 10 月 31 日の間

に転入、転出した者 

     ・転入者 1,000 人、転出者 1,000 人 

    イ 調査方法 

     ・郵送による調査票の送付、回収 

    ウ 調査時期 

     ・平成 25 年 12 月～平成 26 年１月 

    エ 回答者数 

     ・転入者 295 人（29.5％） 

     ・転出者 257 人（25.7％） 

    オ インタビュー 

     ・アンケート回答者で、電話でのインタビューに同意した人を対象に聞き取

り。対象 12 件 

  （２）大学生へのアンケート 

    ア 対象者 

     ・三重大学及び三重短期大学に在学し、平成 26 年３月に卒業予定の学生 

    イ 対象数 

     ・496 人 

    ウ 調査時期 

     ・平成 25 年 12 月～平成 26 年１月 

    エ 回答者数 

     ・376 人（75.8％） 

  （３）不動産事業者・開発事業者等へのヒアリング 

    ア 対象者 

     ・市内で住宅地、マンション等を開発又は取り扱っている事業者 

    イ 対象数 

     ・６社 

    ウ 調査方法 

     ・政策課職員が訪問し直接聞き取り 

    エ ヒアリングの内容 

     ・不動産の取扱実績 

     ・開発動向 

     ・顧客の意識、性向（どのような場所、形態が求められているのか） 

     ・開発における課題事項     など  



 

- 29 - 

 

 

  （４）調査結果  

    ア 転出者アンケート結果から見る転出者像 

      図表 30（「ｎ：対象数」以下同様。）を見ると、転出者のうち 20 歳代、

30 歳代の若い世代の割合が約６割と高い。転出理由は「勤務の都合」が最

も高く、特に 20 歳代から 50 歳代は５割以上が「勤務の都合」となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      また、次項の図表 31 と図表 32 を見ると転居後の同居の家族の人数は、

転居前と比較して 30 歳代以下では３人以上の割合が減少しており、10 歳

代では「１人」、20 歳代では「１人」と「２人」、30 歳代では「２人」の割

合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.3

50.6

53.5

59.4

64.5

6.7

2.5
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40歳代(n=32)

50歳代(n=31)

60歳代(n=15)

70歳以上(n=2)

勤務の都合 退職 結婚・離婚・別居 自身の学校の都合
子供の学校の都合 親族と同居・近居 家族から独立 住宅環境
周囲の居住環境 周囲の生活環境 その他

図表３０ 年代別に見る転出のきっかけ 



 

- 30 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.7

24.4

22.5

32.4

40.6

11.8

25.0

7.1

7.3

16.9

29.4

25.0

64.7

50.0

29.3

28.2

8.8

18.8

17.6

25.0

21.4

17.1

23.9

26.5

12.5

35.7

15.9

5.6

3.1

5.9

4.9

2.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代(n=14)

20歳代(n=82)

30歳代(n=71)

40歳代(n=34)

50歳代(n=32)

60歳代(n=17)

70歳以上(n=4)

１人 2人 3人 4人 5人 6人 ７人以上

71.4 

39.0 

20.8 

33.3 

31.3 

11.8 

25.0 

7.1 

34.1 

30.6 

18.2 

31.3 

70.6 

50.0 

14.3 

17.1 

25.0 

15.2 

21.9 

5.9 

25.0 

7.1 

3.7 

15.3 

27.3 

9.4 

5.9 

4.9 

2.8 

3.0 

6.3 

4.2 

3.0 

1.2

1.4 

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代(n=14)

20歳代(n=82)

30歳代(n=72)

40歳代(n=33)

50歳代(n=32)

60歳代(n=17)

70歳以上(n=4)

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人以上

図表３１ 年代別に見る同居の家族の人数【転居前】  

  

図表３２ 年代別に見る同居の家族の人数【転居後】  
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      さらに、図表33と図表34で転居後の家族構成を転居前と比較すると30

歳代以下で「親と子（２世代）」の割合が 10 ポイント以上減少しているほ

か、「親と子と孫（３世代）」の割合も減少しているなどのことから、30 歳

代以下の若い世代は、就職等の勤務の都合や結婚等により、親元を離れて転

出する傾向がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      次項の図表 35 の「津市に戻りたい（「できるだけ早く津市に戻りたい」と

「将来的に津市に戻りたい」の合算）」意向を見ると、10 歳代では 38.5％、

また、津市での居住年数が 15 年以上 25 年未満の人では、40％以上と高く

なっていることから、幼少期から津市で育ったと想定される若い世代を中心

に将来のＵターンを促進する働きかけを行っていくことは有効と考えられ

ます。 
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図表３３ 年代別に見る家族構成【転居前】  

  

図表３４ 年代別に見る家族構成【転居後】  
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図表３５ 「津市に戻りたい」意向の状況 
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    イ 転入者アンケート結果から見る転入者像 

      図表 36 を見ると、転入者のうち 30 歳代を中心に、20 歳代から 40 歳

代の割合が 77.8％と高くなっています。また、図表 37 と次項の図表 38

を見ると、同居している子どもがいる割合が４割以上となっており、うち就

学前の子どもがいる割合が最も高くなっています。 

      このように、子育て世代と将来の子育て世代となりうる若者世代の転入割

合が高いことから、子育てしやすい環境づくりを推進・充足することが、転

入の促進や長期定住化につながると考えられます。 
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図表３６ 年代別に見る転入のきっかけ 

図表３７ 同居している子どもの有無 
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      また、図表 39 を見ると、転入先として津市を選んだ際に重視した項目に

ついては、「親族（親・子どもなど）との距離」が最も高くなっており、親族

が津市に在住していることが、津市を選択する大きな要因の１つとなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      さらに、次項の図表 40 と図表 41 を見ると、転居後の住居の種類は、「自

身の持家（一戸建て）」の割合が転居前と比較すると高く、30 歳代以上で自

身の持家率が大きく向上していること、一方で図表 42 を見ると、転居後の

家族構成では「親と子と孫（３世代）」の割合が大きく増えていないことから、

同居ではなく近居が多いと想定されます。 
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図表３８ 同居している子ども 

図表３９ 津市を選んだ際に重視した項目 
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問8住居の種類【転居前】 × 問2年代
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図表４２ 家族構成 

図表４１ 年代別に見る居宅の種類【転居後】  

  

図表４０ 年代別に見る居宅の種類【転居前】  
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      居住地を選んだ際に重視した項目としては、「住居周辺の静かさや落ち着

き」も上位となっており、図表 43 を見ると、実際に住んでの満足度でも最

も高くなっていることから、静かで落ち着きのある居住環境を転入促進のＰ

Ｒとして活用していくことも有効であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ウ 大学生アンケート結果から見る大学生像 

      大学生の就職地、もしくは就職しての居住地は、地元志向が非常に高く、

津市内出身者のうち７割以上が地元での就職を検討しています。また、津市

以外の出身でも、現在津市内で居住している人は居住していない人に比べて、

津市での就職を検討している割合が高くなっており、居住経験がある人への

市内での就職の働きかけを行っていくことも、転出抑制に有効と考えられま

す。 

      一方で、津市内出身者は、悪い・過ごしにくいと感じる項目で「就職のし

やすさ」の割合が高くなっているほか、津市内での就職を大いに考えた人は、

充実してほしい項目で「働く場の豊富さ」が高くなっており、より就職しや

すい・就職したくなる環境づくりを推進していくことは、大学生の転出抑制

につながると考えられます。 

 

    エ 不動産事業者へのヒアリング結果から見る転入・転出 

      津市における転居は、市域内転居が多く南部から北部への動きが強い傾向

が見られます。「顧客が学校区で居住地を選ぶ傾向が特に強い」とのことから、

学校の教育の質が非常に重要になります。また、「子どもが小学校にあがるタ

イミングで住居を購入することが多い」とのことからも、小学校が重要な位

置付けといえます。学校の教育レベルの向上を図ることで、市外からの子育

図表４３ 津市に住んで住みやすい・満足している項目 
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て世代の転入も促進できると考えられます。 

      また、「交通面や景観、環境整備など生活観のある施策も必要」であるとの

ことから、宅地開発だけでなく、周辺の住環境の整備も含めた総合的なまち

づくりを行っていく必要があると考えられます。 

 

  17 出生動向基本調査結果 

    出生動向基本調査は、社人研による全国の年齢 18 歳以上 50 歳未満の独身者

を対象とした全国標本調査で、独身者調査と夫婦調査の２つの調査から構成され

ています。今回用いるのは、2010 年６月に実施された第１４回の調査結果で、

以下はその一部を抜粋したものです。 

  （１） 独身者調査 

    ア 調査票回収状況 

    （ア）調査配布数、有効回収数並びに率 

 

 

 

 

    （イ）男女年齢別未婚者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    イ 集計結果の主なポイント 

    （ア）結婚意欲・結婚の利点・結婚へのハードル 

      ・結婚する意思を持つ未婚者は９割弱で推移しています。 

      ・独身生活の利点は、男女ともに「行動や生き方が自由」を挙げる人が圧

倒的に多くなっています。 

      ・結婚を考えたとき、気になることは、自分の生活リズム・余暇・お金の

自由が保てるかどうかが上位を占めています。 

      ・独身でいる理由に関しては、18～24 歳では、「まだ、若すぎる」「必要

性を感じない」「仕事（学業）にうちこみたい」など、結婚に向けた積極

的な動機がないことが多く挙げられています。一方、25～34 歳の年齢

層になると、「適当な相手にめぐり会わない」を中心に、結婚の条件が整

わないことへ重心が移っています。 
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    （イ）異性との交際状況 

      ・異性の交際相手をもたない未婚者が増加し、男性は約６割、女性では約

５割となっています。 

      ・交際相手を持たず、かつ交際を望んでいない未婚者は、男性では全体の

約３割、女性では約２割となっています。 

      ・結婚をしたいと思う交際相手をもつ割合は、男性では約２割、女性では

約３割となっています。 

    （ウ）希望の結婚像・ライフコース 

      ・未婚者が結婚したいと思う年齢（平均希望結婚年齢）は、各年齢層で男

女ともに上昇し続けており、18～34 歳の未婚者の平均希望結婚年齢は

男性で 30.4 歳（前回 30.0 歳）、女性で 28.4 歳（前回 28.1 歳）とな

っています。 

      ・結婚相手との年齢差についての希望を見ると、近年男女ともに縮小傾向

にあり、未婚者の間で年齢の近い相手（特に同い年の相手）を希望する

人が増えており、特に男性の「同い年志向」の増加が顕著となっていま

す。 

      ・未婚女性が理想とするライフコースは、子育て後に仕事に復帰する「再

就職コース」が最も多く 35.2％で、「両立コース」（30.6％）、「専業主

婦コース」（19.7％）が続いています。 

      ・結婚する意思のある未婚者が結婚相手に求める条件としては、男女とも

「人柄」を重視する人が最も多いが、「家事・育児の能力」「自分の仕事

への理解」の重視も多く、女性では、「経済力」「職業」の重視傾向も強

まっています。 

      ・結婚する意思のある未婚者が希望する子ども数は、男性では 2.04 人（前

回 2.07 人）とやや低下したが、女性では 2.12 人（同 2.10 人）と微

増しています。 

    （エ）未婚者の就業・ライフスタイル・意識 

      ・未婚者では、1990 年代に比べ、男女ともパートや派遣として働く割合

や学生の割合が増加しており、正規職員の割合は大きく低下しています。 

      ・未婚者の人付き合い、消費、仕事、生きがいの実態においては、男女と

も交友が減り、仕事で私生活を犠牲にする人が増加しています。また、

女性では、趣味・ライフワークを持つ人が増加しています。 

      ・未婚者の結婚、家族、男女関係に関する考え方のうち、「離婚は避けるべ

き」「生涯独身でいるのはよくない」「同棲より結婚すべき」「結婚に犠牲

は当然」については、2000 年代に入り支持が増加し、1990 年代に見

られた結婚・家族離れの傾向に変化が表れています。 

 

  （２）夫婦調査 

    ア 調査票回収状況 

    （ア）調査票配布数、有効回収数並び率 
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    （イ）基本属性別客体数（初婚どうしの夫婦） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    イ 集計結果の主なポイント 

    （ア）結婚過程 

      ・平均初婚年齢は依然として上昇し続けており、晩婚化が進行しています。 

      ・出会いのきっかけは、職場、友人やきょうだい、学校に関わるものが７

割を占めています。 

      ・結婚を決めたきっかけについては、妻の結婚年齢が 25 歳未満の夫婦で

は、「子どもができた」ことを挙げた夫婦が最も多く 50％を占め、25

歳以上では、「年齢的に適当な時期だと感じた」が半数を超えています。 

    （イ）夫婦の出生力 

      ・夫婦の完結出生児数（結婚からの経過期間が 15～19 年夫婦の平均出生

子ども数であり、夫婦の最終的な平均出生子ども数とみなされる）は、

初めて２人を下回り 1.96 人となっています。 

      ・子ども数が２人の割合は 56.2％とこれまで一定水準となっている一方、

３人、４人以上の割合が減少し、０人、１人の割合が増加しています。 

      ・平均出生子ども数は、夫婦の結婚年齢が高いほど少ない傾向となってお

り、晩婚化は、夫婦の平均出生子ども数を低下させる効果を持つとされ

ています。 

    （ウ）子ども数についての考え方 

      ・夫婦にたずねた理想的な子どもの数（平均理想子ども数）は、調査開始

以降最も低い 2.42 人となり、夫婦が実際に持つつもりの子どもの数（平

均予定子ども数）も減少傾向が続いており、2.07 人となっています。 

      ・予定子ども数が理想子ども数を下回る理由として最も多かったのは、「子

育てや教育にお金がかかりすぎるから」で、また、30 歳代以上では、

「欲しいけれどもできないから」などの年齢・身体的理由が多くなって
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います。 

      ・約３割（31.3％）の夫婦が不妊を心配したことがあり、その半数が実際

に不妊の検査や治療を経験しており、この割合は増加傾向にあります。 

    （エ）子育ての状況 

      ・子どもを持った後、パート・派遣として働く妻の割合が増えています。 

      ・出産後も正規雇用を継続している妻の９割が子育て支援制度・施設を利

用しています。ただし、制度・施設の利用率は、勤め先の企業規模で差

があり、大企業や官公庁に勤める場合に高くなっています。なお、これ

らの制度・施設を夫が利用するケースは極めて少なくなっています。 

    （オ）妻の意識 

      ・妻の考え方に関して、「生涯独身は望ましくない」「同棲するなら結婚す

べき」「性格の不一致ぐらいで離婚すべきではない」「男は仕事、女は家

庭」「結婚に犠牲は当然」については、1990 年代には伝統的な考え方

から離れる方向に変化していましたが、2000 年代に入り伝統的な考え

方への支持が増加しています。 

 

  18 経済状況 

  （１）産業(大分類)別事業従事者数 

     次のグラフは、産業（大分類）別の従事者数の割合を表したもので、どの産

業が津市の雇用を支えているかを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料出所：平成２４年経済センサス 

製造業
18%

製造業
29%

製造業
22%

卸売業，小売業
21%

卸売業，小売業
19%

卸売業，小売業
18%

医療，福祉
11%

医療，福祉
10%

医療，福祉
13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

三重県

津市

農林漁業

1224人 （1%）

鉱業，採石業，砂利採取業

28人 （0%）

建設業

6857人 （6%）

製造業

24633人 （22%）

電気・ガス・熱供給・水道業

814人 （1%）

情報通信業

2713人 （2%）

運輸業，郵便業

5600人 （5%）

卸売業，小売業

20795人 （18%）

金融業，保険業

4706人 （4%）

不動産業，物品賃貸業

1768人 （2%）

学術研究， 専門・技術サービス業

2914人 （3%）

宿泊業，飲食サービス業

7968人 （7%）

生活関連サービス業，娯楽業

4367人 （4%）

教育，学習支援業

3784人 （3%）

医療，福祉

14363人 （13%）

複合サービス事業

835人 （1%）

サービス業(他に分類されないもの)

10360人 （9%）

図表４４ 産業（大分類）別事業従事者数 
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  （２）産業(大分類)別事業所数 

     次のグラフは、産業（大分類）別の事業所数の割合を表したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （３）産業(大分類)別付加価値額 

     次のグラフは、産業（大分類）別の付加価値額※１の割合を表したもので、ど

の産業が津市に付加価値を生み出しているかを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：「付加価値額」とは、売上高から原材料費や仕入費などを除いた額で、「企業の経済活動によって新たに生み出された価値」

の総額です。付加価値額＝売上高－（費用総額（売上原価＋販売費及び一般管理費））＋給与総額＋租税公課 

製造業
20%

製造業
35%

製造業
23%

卸売業，小売業
21%

卸売業，小売業
17%

卸売業，小売業
17%

医療，福祉
10%

医療，福祉
10%

医療，福祉
15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

三重県

津市

農林漁業

1805百万円 （0%）

鉱業，採石業，砂利採取業

19百万円 （0%）

建設業

33081百万円 （6%）

製造業

120013百万円 （23%）

電気・ガス・熱供給・水道業

9479百万円 （2%）

情報通信業

20778百万円 （4%）

運輸業，郵便業

23555百万円 （4%）

卸売業，小売業

91289百万円 （17%）

金融業，保険業

42745百万円 （8%）

不動産業，物品賃貸業

9831百万円 （2%）

学術研究， 専門・技術サービス業

15575百万円 （3%）

宿泊業，飲食サービス業

12606百万円 （2%）

生活関連サービス業，娯楽業

10392百万円 （2%）

教育，学習支援業

23054百万円 （4%）

医療，福祉

77041百万円 （15%）

複合サービス事業

3345百万円 （1%）

サービス業(他に分類されないもの)

29657百万円 （6%）

建設業
10%

建設業
11%

建設業
10%

製造業
9%

製造業
11%

製造業
7%

卸売業,小売業
26%

卸売業,小売業
26%

卸売業,小売業
26%

医療,福祉
7%

医療,福祉
6%

医療,福祉
7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

三重県

津市

農林漁業

60箇所 （1%）

鉱業，採石業，砂利採取業

5箇所 （0%）

建設業

894箇所 （10%）

製造業

686箇所 （7%）

電気・ガス・熱供給・水道業

15箇所 （0%）

情報通信業

111箇所 （1%）

運輸業，郵便業

174箇所 （2%）

卸売業，小売業

2376箇所 （26%）

金融業，保険業

266箇所 （3%）

不動産業，物品賃貸業

435箇所 （5%）

学術研究， 専門・技術サービス業

452箇所 （5%）

宿泊業，飲食サービス業

895箇所 （10%）

生活関連サービス業，娯楽業

809箇所 （9%）

教育，学習支援業

288箇所 （3%）

医療，福祉

641箇所 （7%）

複合サービス事業

96箇所 （1%）

サービス業(他に分類されないもの)

1034箇所 （11%）

図表４６ 産業（大分類）別付加価値額 

図表４５ 産業（大分類）別事業所数 
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●図表 44 を見ると、津市の雇用を支えているのは、製造業、卸売業・小売業、医

療・福祉となっています。 

●図表 45 を見ると、津市で事業所数が多いのは、卸売業・小売業、宿泊業・飲食

サービス業、建設業となっています。 

●図表 46 を見ると、津市において付加価値を生み出しているのは、従事者数と同

じく、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉となっています。 

 

 

 

 第２ 津市の将来人口推計 

  １ 総人口の分析 

    津市の将来人口推計にあたっては、国から提供されたデータ等を活用し、将来

人口に与える自然増減、社会増減の影響度を分析することとします。 

    次項の図表 47 は、次の一定条件に基づき、将来の人口を推計した数値を比較

したグラフです。 

 

推計分類 シミュレーションの条件 

パターン１ 

（社人研推計準拠） 

主に平成 17(2005)～22(2010)年の人口の

動向を勘案し将来の人口を推計。移動率は、今

後、全国的に縮小すると仮定。社人研推計による

2040 年までの動向がその後も続くものとして

国において機械的に 206０年まで延長したも

の。 

パターン２ 

（日本創成会議推計準拠） 

社人研推計をベースに、移動に関して全国の総

移動数が、平成 22(2010)～27(2015)年の推

計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定

した推計。日本創成会議によって 2040 年まで

推計されたもの。 

シミュレーション１ 

（社人研推計準拠＋合計特殊出生率上昇） 

パターン１において、合計特殊出生率が平成

42(2030)年までに人口置換水準（2.1）まで上

昇すると仮定した推計。 

シミュレーション２ 

（社人研推計準拠＋移動率ゼロ） 

パターン１において、合計特殊出生率が平成

42(2030)年までに人口置換水準（2.1）まで上

昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推

移すると仮定した推計。 
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    いずれの推計においても、津市の総人口は、減少していく見込みとなっていま

すが、推計条件から、人口減少に歯止めをかける方策を検討していくこととしま

す。パターン１とシミュレーション１とを比較することで、将来総人口に与える

出生の影響度（自然増減の影響度）を分析することができます。 

    シミュレーション１は、人口移動に関する仮定をパターン１と同じとして、出

生に関する仮定のみを変えているものであり、シミュレーション１による平成

52（2040）年の総人口を、パターン１による平成 52（2040）年の総人口で

除して得られる数値は、仮に出生率が人口置換水準まで上昇したとした場合に

30 年後の人口がどの程度増加したものになるかを表しており、その値が大きい

ほど、出生の影響度が大きい（現在の出生率が低い）ことを意味します。 

    また、シミュレーション１とシミュレーション２とを比較することで、将来総

人口に与える移動の影響度（社会増減の影響度）を分析することができます。 

    シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、人口

移動に関する仮定のみを変えているものであり、シミュレーション２による平成

52（2040）年の総人口をシミュレーション１による平成 52（2040）年の総

人口で除して得られる数値は、仮に人口移動が均衡（移動がない場合と同じ）と

なったとした場合に 30 年後の人口がどの程度増加（又は減少）したものとなる

かを表しており、その値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい（現在の転出

超過が大きい）ことを意味します。 

    以上を踏まえ、自然増減の影響度及び社会増減の影響度については、国から、

全国の市町村別の分析結果を踏まえ、次のとおり 5 段階評価の基礎となるデー

タが示されています。 

パターン１

231,320人
パターン２

227,194人

シミュレーション１

248,868人

シミュレーション２

254,058人

150,000

200,000

250,000

300,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１

パターン２

シミュレーション１

シミュレーション２

図表４７ 総人口推計の比較 

（人） 
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【自然増減の影響度】 

・（シミュレーション１の平成 52(2040)年の総人口／パターン１の平成 52(2040)

年の総人口）の数値に応じて、以下の 5 段階に整理。 

「１」＝100％未満（注１）、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、 

「４」＝110～115％、「５」＝115%以上の増加 

（注１）：「１」=100％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来の合計

特殊出生率に換算した仮定値が、本推計で設定した「平成 42(2030)

年までに 2.1」を上回っている市町村が該当する。 

【社会増減の影響度】 

・（シミュレーション２の平成 52(2040)年の総人口／シミュレーション１の平成

52(2040)年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理。 

「１」＝100％未満（注２）、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 

「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加 

（注２）：「１」=100％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来の純移

動率の仮定値が転入超過基調となっている市町村が該当する。 

 

資料出所：「地域人口減少白書（2014 年－2018 年）」（一般社団法人北海道総合研究調査会、2014 年生産性出版） 

 

 

    これに基づき、津市における「自然増減の影響度」と「社会増減の影響度」を

まとめたのが、次の図表 48 と次項の図表 49 です。 

 

 

図表４８ 将来人口に与える自然増減と社会増減の影響度 

 

区分 計算式 影響度 人口差 

自然増減の 

影響度 

シミュレーション1の2040年推計人口 248,868人  

パターン1の2040年推計人口 231,320人  

→（248,868 人÷231,320 人）×100 = 107.6%  

  248,868 人 － 231,320 人 = 17,548 人 

107.6% 17,548 人 

社会増減の 

影響度 

シミュレーション 2 の 2040 年推計人口 254,058 人 

シミュレーション 1 の 2040 年推計人口 248,868 人 

→（254,058 人÷248,868 人）×100 = 102.1%  

  254,058 人 － 248,868 人 = 5,190 人 

102.1% 5,190 人 
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図表４９ 将来人口における自然増減と社会増減の影響度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●津市においては、自然増減の影響度の方が、社会増減の影響度を上回っており、人

口減少を抑制するためには、出生率を上昇させる施策を推進することが効果的で

あることが分かります。 

●社会増減の影響度も 100%を上回っており、転出超過を抑制し、社会増につなが

る施策に取り組むことも、人口減少の抑制に一定の効果があることが分かります。 

 

 

  ２ 人口減少段階の分析 

    人口減少は、年少人口と生産年齢人口が減少する中、「老年人口が増加する第１

段階」、「老年人口が維持される又は微減となる第２段階」「老年人口が減少する第

３段階」の 3 つのプロセスを経て進行するとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 総計

1 朝日町
亀山市、川越町、
多気町、玉城町

明和町、菰野町、
鈴鹿市、桑名市、
四日市市

10
（34.5％）

2 御浜町
東員町、伊賀市、
大台町、いなべ市、
松阪市、津市

木曽岬町
8

（27.6％）

3

伊勢市、紀北町、
大紀町、度会町、
名張市、熊野市、
志摩市、紀宝町

8
（27.6％）

4
尾鷲市、鳥羽市、
南伊勢町

3
（10.3％）

5
0

（0.0％）

総計
1

（3.4％）
5

（17.2％）
22

（75.9％）
1

（3.4％）
0

（0.0％）
29

（100％）

自然増減の影響度（２０４０年）

社会増減の影響度
（２０４０年）

（備考）１．国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」より作成。 

２．2010 年の人口を 100 とし、各年の人口を指数化した。 

図表５０ 全国における人口減少段階の推計 

2010 年    2020 年     2030 年    2040 年    2050 年     2060 年    2070 年   2080 年    2090 年 
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    次の図表 51 は、津市における「人口減少段階」の推計を表しており、現時点

では、「第 1 段階：老年人口の増加（総人口の減少）」にあります。 

 

 

 

 

 

 

  ３ 人口構造の分析 

    図表 47 で見た総人口推計を年齢３区分別の割合の推移で表したのが、次の図

表 52 で、老年人口の推移を表したのが次項の図表 53 です。 

 

図表５２ 年齢３区分別人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

99.1 96.5 93.2
89.6 85.8

81.8 77.6
73.3 68.9

64.4

94.5 90.1
86.3

81.9
76.6

69.9
64.8

60.9
57.0

53.1

113.6 118.4 118.9 119.1 119.0 121.4 119.3
114.5

109.0
102.9

93.7
85.7

77.7
70.9

66.8 63.6
59.7

54.8
49.9 45.6

0

20

40

60

80

100

120

140

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 生産年齢人口 老年人口 年少人口

推計分類 年齢３区分 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口比率（0～14歳） 13.1% 12.5% 11.8% 11.0% 10.5% 10.3% 10.3% 10.2% 9.9% 9.6% 9.4%

生産年齢人口比率（15～64歳） 62.1% 59.2% 57.9% 57.4% 56.7% 55.4% 53.0% 51.8% 51.5% 51.3% 51.1%

老年人口比率（65歳以上） 24.7% 28.3% 30.3% 31.5% 32.9% 34.3% 36.7% 38.0% 38.6% 39.1% 39.5%

年少人口比率（0～14歳） 13.1% 12.5% 11.8% 11.0% 10.4% 10.3% 10.2% － － － －

生産年齢人口比率（15～64歳） 62.1% 59.2% 57.9% 57.3% 56.5% 55.2% 52.7% － － － －

老年人口比率（65歳以上） 24.7% 28.3% 30.4% 31.7% 33.1% 34.6% 37.0% － － － －

年少人口比率（0～14歳） 13.1% 12.7% 12.2% 12.4% 13.2% 14.4% 15.0% 15.0% 14.9% 15.0% 15.1%

生産年齢人口比率（15～64歳） 62.1% 59.1% 57.6% 56.6% 55.0% 53.0% 50.9% 50.5% 51.0% 51.6% 52.3%

老年人口比率（65歳以上） 24.7% 28.3% 30.2% 31.1% 31.8% 32.6% 34.1% 34.5% 34.1% 33.5% 32.6%

年少人口比率（0～14歳） 13.1% 12.7% 12.2% 12.5% 13.3% 14.5% 15.1% 15.0% 14.9% 14.9% 15.1%

生産年齢人口比率（15～64歳） 62.1% 59.3% 58.0% 57.1% 55.5% 53.5% 51.3% 51.0% 51.4% 51.7% 52.3%

老年人口比率（65歳以上） 24.7% 28.0% 29.7% 30.5% 31.2% 32.0% 33.6% 34.1% 33.7% 33.4% 32.6%

シミュレーション２

シミュレーション１

パターン２

パターン１

図表５１ 津市における人口減少段階の推計 

■第１段階 
老年人口増加 
年少・生産年齢人口減少 

■第２段階 
老年人口維持・微減 
年少・生産年齢人口減少 

■第３段階 
老年人口減少 
年少・生産年齢人口減少 

（備考）国において社人研の推計を機械的に延長されたデータを元に作成したものです。 
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●パターン１、パターン２においては、年少人口比率、生産年齢人口比率が低下し、

老年人口比率が上昇する傾向が続き、パターン１における 2060 年には、老年人

口比率は 39.5%にまで達します。 

●シミュレーション１、２においては、30 年後の 2045 年度までは、老年人口比

率が上昇しますが、その後は緩やかに低下しています。 

 

 

 第３ 人口減少や高齢化等の進展がもたらす課題 

   ●高齢化等の進展による社会保障費の増加に伴い、住民や行政への負担が増加す

ることが予想されます。 

   ●全国的な消費の低迷により、産業規模の縮小や雇用の減少が予想されます。 

   ●人材不足により、第１次産業を始め各産業界における生産性や供給力、要介護

高齢者の増加に伴う介護者の確保などが難しくなることが予想されます。 

   ●経済規模の縮小により住民税等の収入が減少し続けると、行政サービスの拡充

はもとより、施設やインフラの維持管理のための財源等の確保が難しくなりま

す。 

   ●地域における経済が縮小し、地域の生活を支える店舗や公共交通、病院等が無

くなり、特に車を運転しない高齢者が暮らしづらくなります。 

   ●地域におけるコミュニティや共助の機能が低下するほか、担い手不足により文

化・歴史・伝統の継承が難しくなります。 

 

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１

パターン２

シミュレーション１

シミュレーション２

0

図表５３ 老年人口比率の推移 
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 第４ 津市の人口の将来展望 

   ここでは、津市が人口減少対策に向けて自然減対策と社会減対策に取り組み、目

指すべき人口の将来展望を提示します。 

   まず、取組による成果を示すため、人口減少対策に取り組まなかった場合の今後

の人口推計を第２の１で示したパターン１の社人研推計準拠とします。 

   次に、津市が人口減少対策に取り組んだ場合の人口の将来展望については、移動

及び合計特殊出生率以外の仮定はパターン１と同条件とします。移動に関する仮定

については、過去３年間における転入超過数（転入数から転出数を引いたもの）の

平均値を参考に 2015 年における転入超過数をマイナス 300 人とし、2020 年

は本戦略の推進により２分の１に縮小後、2025 年までに０になるものと想定しま

す。合計特殊出生率については、三重県の「希望がかなうみえ 子どもスマイルプ

ラン」の目標（2025 年には 1.8）や国における合計特殊出生率が上昇した場合の

推計（2040 年には 2.07）を参考に次のように想定します。   

 

 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 

合計特殊出生率 1.48 1.64 1.80 1.90 2.00 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 

転入超過数（人） -300 -150 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

  １ 人口の将来展望 

    既述した想定のもと、社人研推計準拠の推計方法を参考に、津市において推計

した将来の人口展望を示したものが、次の図表 54 です。この推計によりますと、

社人研推計では、2060 年に約 18 万人にまで減少しますが、人口減少対策に取

り組み、合計特殊出生率の向上やマイナスとなっている転入超過数の縮小ができ

れば、20 万人以上の人口を維持することが期待できます。 

 

 

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

250,000

270,000

290,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠

津市の将来展望

【参考】日本創成会議推計準拠

225,188 人 

182,278 人 

（人） 
図表５４ 津市の人口の将来展望 

176,002 人 

（備考）社人研推計準拠は、国において社人研の推計を機械的に延長されたデータを元に作成し、日本創成会議推計準拠は、
2040 年までの動向を基に津市において 2060 年まで機械的に延長したものです。 

0 
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  ２ 年少人口・老年人口の将来展望 

    図表 55 の推計結果によると、年少人口の割合は 2010 年時点では約 13％と

なっているものが、人口減少に歯止めがかかると 2045 年頃から約 15％でしば

らく推移し、2060 年には、社人研推計準拠より５％程度上昇することが見込ま

れます。 

 

 

 

    また、図表 56 の推計結果によると、老年人口の割合は 2010 年時点では約

25％となっているものが、人口減少に歯止めがかかると 2045 年頃をピークに

減少し始め、2060 年には、社人研推計準拠より７％程度減少することが見込ま

れます。 

 

 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠

津市の将来展望

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠

津市の将来展望

32.8％ 

39.5％ 

14.9％ 

9.4％ 

図表５５ 年少人口の将来展望 

図表５６ 老年人口の将来展望 

（備考）社人研推計準拠は、国において社人研の推計を機械的に延長されたデータを元に作成したものです。 

（備考）社人研推計準拠は、国において社人研の推計を機械的に延長されたデータを元に作成したものです。 

0.0％ 
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  ３ 人口減少に係る課題解決に向けた施策の方針 

    人口減少に係る課題解決に向けたアプローチとしては、大きく分けて、出生率

の向上、長寿命化等の自然的要因に係る対策並びに転出者の減と転入者の増によ

る社会的要因に係る対策の２つがありますが、津市においては、「第２ 津市の将

来人口推計」で示したとおり、自然増減と社会増減の影響度に大きな差がないこ

とから、双方の取組による総合的な底上げを行います。 

 

  【自然的要因からのアプローチ】 

   ●個人の意思に基づくことを基本にしつつ、「出会い⇒結婚⇒出産⇒子育て」とい

うそれぞれのライフステージの展開を促進する施策が必要であり、かつ一つの

ストーリーとして連携させることが重要です。このため、今まさに市内に在住

している独身の若者たちが、結婚したくなる、そして結婚できる環境づくりを

進めます。 

   ●小中学校、高校、大学等での授業などを活用し、「家庭をつくるということの大

切さや素晴らしさ」を理解してもらうだけでなく、妊娠・出産・子育てに関す

る知識（年齢による妊娠率、具体的な育児の内容など）を持ってもらい、自身

のライフプラン（何歳で結婚し、子どもを何人産むかなど）をイメージできる

機会を創出します。 

   ●結婚意向のある未婚者が結婚を決心する状況としては、「経済的に余裕ができ

ること」が最も高く、２番目に「希望の条件を満たす相手にめぐり会うこと」

が挙げられていることから、産業の活性化や企業誘致等により安定した雇用の

創出や拡大を図るとともに、出会いの場を創出します。 

   ●安心しながらゆとりをもって出産や子育てができる環境づくりを進めるとと

もに、子どもたちに良質な教育環境を提供します。 

  【社会的要因からのアプローチ】 

   ●「高校、大学への入学⇒就職⇒結婚⇒子育て」というライフステージにおける

「自分の住み家を選択するとき」のニーズに応えた定住誘因が必要であること

から、安定した雇用の創出や住みやすい住環境の提供、教育環境も含めた子育

てしやすい、又は子育てしたくなる環境づくりを進めます。 

   ●市内の大学や短大に入学した学生と地元住民や企業等とがつながり、そのつな

がりをもとに、学生が津市での生活を望むようになる環境づくりなどを進めま

す。 

   ●進学や就職等で市外に転出した人がふるさとである津市に帰りたくなる、帰る

ことができる還流を促進するとともに、効果的なシティプロモーションや観光

資源を活かした交流人口の増加により、津市にゆかりのない人も津市に興味を

持ち、津市に住みたくなる、住むことができる移住を促進します。 

   ●人口減少が進む中にあってもまちがしっかりと機能できるよう、地域コミュニ

ティを形成するとともに、多極ネットワーク型の集約化都市構造の構築により、

人口密度や公共交通サービスを維持するなど、利便性の良いまちづくりを推進

することで、まちの活力の維持・向上を図ります。  
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第２章 総合戦略 

 第１ 基本的な考え方 

  １ 目的 

    津市における「ひと」と「しごと」の好循環を作り、その好循環を支える「ま

ち」の活性化に向けた具体的な施策を掲げ、地方創生に向けた取組をより効果的

に集中して進めることを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 戦略の期間 

    総合戦略の期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 

 

 

  ３ 位置付け 

  （１）国の総合戦略等との関係 

     創生法第１０条に基づき、国の総合戦略に掲げられている基本的な考え方

や施策の方向性などを勘案するとともに、津市の人口の現状と将来のすがた

を示し、市民と課題を共有する津市の人口ビジョンを踏まえ、政策目標や施

策の基本的な方向、具体的な施策をまとめた総合戦略を示すものです。 

 

「しごと」と「ひと」の好循環を作り、それを支える「まち」の活性化 

「しごと」 

「まち」 

正のスパイラル 

「ひと」 
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○まち・ひと・しごと創生法（抄） 

 

（市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

第十条 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、まち・ひと・しごと創生総合戦

略（都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略が定められているときは、まち・ひと・しごと創

生総合戦略及び都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実

情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策についての基本的な計画（次項及び第三項にお

いて「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）を定めるよう努めなければならな

い。 

２ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 

二 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき施策に関する基本的

方向 

三 前二号に掲げるもののほか、市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が

講ずべき施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 市町村は、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表するよう努めるものとする。 

 

 

 

国の総合戦略 

 

■基本的な考え方 

 １ 人口減少と地域経済縮小の克服 

  ①「東京一極集中」を是正する。 

  ②若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。 

  ③地域の特性に即して地域課題を解決する。 

 

 ２ まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

  ①しごとの創生（「雇用の質・量」の確保・向上） 

  ②ひとの創生（有用な人材確保・育成、結婚・出産・子育てへの切れ目のない支援） 

  ③まちの創生（地域（中山間地域等、地方都市、大都市圏等）の特性に即した課題の解決） 

 

■今後の施策の方向 

 １ 成果（アウトカム）を重視した目標設定 

   政策の進捗状況について、アウトカム指標を原則とした重要業績評価指標（ＫＰＩ：Key 

Performance Indicator）で検証し、改善する仕組みを確立する。 

  

 ２ 基本目標 

  ①地方における安定した雇用を創出する 

  ②地方への新しいひとの流れをつくる 

  ③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

  ④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 
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  （２）津市総合計画との関係 

     総合戦略は、平成29年度までを計画期間とする現行の津市総合計画及び平

成30年度からの次期津市総合計画の計画期間に含まれます。また、この総合戦

略は、津市総合計画の地方創生に係る部門別計画の位置付けとなります。 

     このため、総合戦略は、現行の津市総合計画に掲げる施策のなかで、子育て

の推進や雇用の創出、定住の促進など地方創生に向けて集中的かつ効率的に推

進すべきとする施策や平成30年度からの次期津市総合計画を見据え、新たに

先行的に推進すべきとする施策を掲げるものとします。 

 

 

 

～ 新市まちづくり計画及び総合計画との時系列の関係 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 津市総合計画との施策に係る関係 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度～

次期津市総合計画

新市まちづくり計画

津市総合計画　基本構想

津市総合計画　前期基本計画 津市総合計画　後期基本計画

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略

次期津市総合計画

まちづくりの目標 施　　策 施　　策

・美しい環境と共生するまちづくり

・安全で安心して暮らせるまちづくり

・豊かな文化と心を育むまちづくり

・活力あるまちづくり

・参加と協働のまちづくり

　　　　　各目標に位置付けた施策
　　　　　のうち地方創生に係り特に
　　　　　集中的かつ効率的に取り組
　　　　　むべき施策

津市総合計画

　　地方創生に向けて
　　次期総合計画期間中に
　　おいても取り組むべきと
　　する施策

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

H18 
1／1 
合 
併 
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第２ 策定のポイント 

    津市の人口ビジョンや国の総合戦略等を踏まえ、津市が有する地域の特性や多

様性を都市の総合力として発揮し、地方創生に向けた取組を進めるため、総合戦

略において３つのポイントを掲げます。 

 

 

 

 

  

    長い歴史の中で育まれてきた自治意識が高い市民風土やコミュニティ、古くか

ら地域の生活を支えてきた豊かな自然に加え、鉄道や高速道路、海上アクセスな

どの交通インフラ、三重大学や三重短期大学などの高等教育機関、三重大学医学

部附属病院や県立一志病院などの医療機関、市や国、県の行政機関など、県都と

して集積されてきた都市機能、さらには、脈々と引き継がれてきた文化や歴史、

築き上げられてきたしなやかな産業構造など、津市の多様な強みを最大限に活か

します。 

    そして、この強みを土台とし、若い世代が求める結婚、妊娠、出産、子育てし

やすい環境づくりを進め、子どもを生み育てやすい津市に磨きをかけるとともに、

津市の格調をさらに高め、住みたくなる津市、住むことに誇りを持つ津市を目指

します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント① 
県都津市が有する資源や環境を最大限に活かした真に市民に

求められる施策の展開 

自治意識が高い 

市民風土やコミュニティ 

守り抜いてきた 

豊かな自然 

多種多様な 

交通インフラ 

質の高い 

高等教育機関 

充実した 

医療機関 

しなやかな 

産業構造 

引き継いでき

た文化・歴史 

○結婚・妊娠・出産、 

子育てしやすい「津市」 

○住みたくなる「津市」 

○住むことに誇りを持つ 

「津市」 

～ さらに磨きをかけ、市民の暮らしを力強く支え続ける県都津市の強み ～ 

など 

未来の我が家「津市」 
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 【攻める戦略】 

合計特殊出生率の低迷や婚姻件数の減少などを要因とする人口の自然減と進学や

就職に伴う若い世代の東京都や大阪府、愛知県への転出超過などを要因とする人口の

社会減に歯止めをかける積極的な戦略を展開します。 

 

 【守る戦略】 

婚姻件数や合計特殊出生率、大都市への転出超過などを改善しても、人口減少が収

束するまでには、ある程度の時間が必要になり、この間も一定規模の人口が減少する

ということを踏まえ、効率的かつ経済的な視点に立った戦略も展開し、人口減少が収

束した後を見据えたまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

     

  国の総合戦略に掲げられている人口減少克服・地方創生を実現するための次の５つ

の政策原則を重視します。 

   

【自立性（自立を支援する施策）】 

   地域・企業・個人の自立に資するものであること。 

 

 【将来性（夢を持つ前向きな施策）】 

   夢を持つ前向きな取組に対する支援に重点をおくこと。 

 

 【地域性（地域の実情等を踏まえた施策）】 

   客観的なデータにより各地域の実情や将来性を十分に踏まえた、持続可能な施策

を支援するものであること。 

 

 【直接性（直接の支援効果のある施策）】 

   ひと・しごとの移転・創出を図り、これを支えるまちづくりを直接的に支援する

ものであること。 

 

 【結果重視（結果を追求する施策）】 

   プロセスよりも結果を重視する支援であること。  

ポイント② 「攻める戦略」と「守る戦略」の複眼思考 

ポイント③ 
国の「まち・ひと・しごと創生」政策５原則（自立性、将来性、

地域性、直接性、結果重視）の重視 
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 第３ 目標別戦略 

  １ 基本目標 

    国の総合戦略を勘案するとともに、第２で示した３つのポイントを踏まえ、地

方創生の取組を戦略的に推進していくために、次の４つの基本目標を掲げ、それ

ぞれ５年後に達成すべき数値目標を設定します。 

 

基本目標①  出会い・結婚・出産・子育てしやすい環境づくり 

津市に住み、結婚したい、子どもを産みたい、子どもを育てたいと思う人たちの

希望がかなう環境づくりを進めます。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（Ｈ31 年度） 

出生数 2,196 人／年 2,200 人／年 

 

基本目標②  産業振興、企業立地等による安定した雇用の創出・拡大 

津市で家庭を持ち、安定した暮らしをしたいという人の希望をかなえるために必

要となる雇用の創出・拡大を図ります。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（Ｈ31 年度） 

従業員数 

（雇用保険被保険者数） 
84,133 人／年 86,000 人／年 

 

基本目標③  定住・還流・移住などによる新たなひとの流れの創出 

 津市への定住や移住、交流といった観点からの、津市への新たなひとの流れの創

出を図ります。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（Ｈ31 年度） 

転出超過数※２ 

※2：転出数から転入数を引いたもの 
－432 人／年 150 人／年 

 

基本目標④  人と人が繋がった暮らしやすい地域づくり 

 地域に暮らす人たちが明るい将来を思い描き、互いに支え合い、笑顔があふれる

地域づくりを進めます。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（Ｈ31 年度） 

市政アンケートで、「津市は住みや

すい」と回答した人の割合 
80.1％ 90.0％ 
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  ２ 具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ※３）の設定 

    ４つの基本目標別に設定する目標値を実現するため、以下に示す具体的な施策

に取り組むとともに、目標の達成の度合いが検証できるよう重要業績評価指標

（KPI）を設定します。 

 

 

基本目標① 出会い・結婚・出産・子育てしやすい環境づくり 

 

   《踏まえるべき主要な観点》 

    ・合計特殊出生率は、緩やかながら上昇傾向にあるものの、人口規模が長期的

に維持される水準（人口置換水準）である 2.07 を大きく下回っています。 

    ・死亡数と出生数の差が広がる傾向にあり、自然減が進展しています。 

    ・未婚者の多くが結婚する意思を持っているとされるものの、結婚したいと思

う平均年齢や初婚の平均年齢は上昇しており、晩婚化、晩産化が進んでいま

す。 

    ・これに伴い、平均出生数は、夫婦の結婚年齢が高いほど少ない傾向になって

おり、約３割の夫婦が不妊を心配し、その半数が実際に不妊の検査や治療を

経験しているという調査結果が出ています。 

    ・未婚者が独身でいる理由に関しては、18～24 歳では、「まだ、若すぎる」な

どの積極的な動機がないことが多く挙げられる一方、25～34 歳では、「適

当な相手にめぐり会わない」を中心に、結婚の条件が整わないことに重心が

移っています。 

    ・子育てをしながら働き続けやすくするためには、性別にかかわらず、子育て

と仕事が両立できるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現

ができるような環境づくりが求められています。 

    ・結婚や出産などは個人の意思を尊重しなければなりませんが、妊娠・出産に

適齢期があることなどの正しい医学的な知識を踏まえた上で、人生設計がで

きる環境を整えることが必要です。 

    ・生まれた子どもたちが、安全で安心して生活を送ることができ、そして質の

高い教育を受けることができるしっかりとした環境が整っていることが、子

育てをする住み家を決める大きな要素になっています。 

 

   《取組の方向》 

     結婚することや子どもを持つことを希望する人が、出会い・結婚・出産・子

育てしやすい環境づくりを進め、津市での夢ある将来設計が描かれるまちづく

りを目指します。 

     個人の意思を尊重しつつ、若い世代を中心に結婚・子育てへの関心を高めま

す。 

     また、晩婚化に伴い不妊などに悩む夫婦が増えてきていることから、経済的

な支援とともに、働く場などにおいてもワーク・ライフ・バランス（仕事と生

※３：Key Performance Indicator の略。政策ごとの達成すべき成果目標として設定するものです。   
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活の調和）などを推進し、周りから支援される子育て世代にやさしい環境づく

りを進めます。 

     同時に、結婚、出産、子育てなどのライフステージの節目において、子ども

のことを考え、将来に向けた基盤とする住み家を選択するときに、津市での定

住が理想とされるよう、安全で安心して子育てできる空間づくりや教育環境の

向上を図ります。 

 

   《具体的な施策と重要業績評価指標》 

   （１）出会い・結婚 

     ア 出会いの場の創出（健康福祉部） 

       結婚したいと思っている人の希望がかなうよう「みえ出逢いサポートセ

ンター」との連携による三重県結婚支援アドバイザー事業等を活用した取

組や民間団体の活動支援など、結婚に向けた出会いを創出する取組を進め

ます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【イベント実施回数】 

１０回（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・独身男女の出会いの場の創出 

      ・出会いの場の利用に関するフォロー 

 

 

     イ 出会いの場の情報発信（健康福祉部） 

       結婚を希望する市民に、そのきっかけとなる出会いの機会をより多く提

供するため、少子化対策事業の一環として三重県が行う「みえの出逢い支

援事業」の委託先である「みえ出逢いサポートセンター」と連携を図りな

がら、市内で開催される婚活イベントなどの情報を把握するとともに、津

市ホームページ上に、出会い・結婚支援に関するページを作成し、各種イ

ベント等の情報発信を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【津市ホームページ結婚支援サイト開設後の閲覧回数】 

ページ未開設（Ｈ26 年度） → 10,000 回／年（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・津市が行う出会い応援事業に関する情報提供 

      ・津市内で開かれる出会いの場の情報発信 

 

 



 

- 59 - 

 

 

   （２）妊娠・出産 

     ア 妊娠・出産から子育てへと途切れのない支援（健康福祉部）  

       少子化や核家族化の進展による家族形態の変化とともに、共働き家庭が

増加し就労形態も多様化するなど、子育てをする保護者を取り巻く環境が

大きく変わってきていることに対応するため、保護者の負担を軽減する妊

娠・出産を含めた子育ての途切れのない支援を行い、安心して生み育てら

れる環境を充実します。 

       このため、母子健康手帳交付時から、不安の早期解消、家庭の状況に応

じた問題解決のための情報提供や支援を行います。また、関係機関と連携

し、出産後、支援が必要な産婦への心身のケアや育児のサポートを始め、

子育て期における訪問・相談事業等の支援を充実します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【乳児家庭全戸訪問（赤ちゃん訪問）実施率】 

93.5％（Ｈ26 年度） → 95.0％（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・不妊治療費の助成 

      ・母子健康手帳の交付 

      ・乳児家庭全戸訪問（赤ちゃん訪問）の推進 

      ・妊娠・出産包括支援（利用者支援、産前・産後サポート、産後ケア）事

業の推進 

      ・予防接種の促進 

      ・妊産婦医療費の助成 

      ・妊婦健康診査の受診促進 

      ・妊婦訪問の推進 

      ・妊婦教室（マタニティ倶楽部）の開催 

      ・未熟児養育医療費の助成 

      ・乳幼児健康相談の実施 

      ・離乳食教室の開催 

      ・乳幼児健康診査（４か月児・10 か月児・１歳６か月児・３歳児）の受診

促進 

      ・ブックスタートの実施 

 

 

     イ 従業員の妊娠、出産等を支援する企業への助成（商工観光部） 

       従業員が望む妊娠・出産を実現するためには、職場における妊娠・出産

についての理解が深められ、協力を得やすくなることが必要です。近年の

晩婚化等の影響により不妊治療を受ける夫婦が増加傾向にあることから、

従業員が働きながら安心して不妊治療を受けることができる職場環境づ

くりを促進するための支援や啓発を行います。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【不妊治療休暇制度創設企業数】 

100 社（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・不妊治療休暇制度の促進 

 

 

     ウ 中学生からの若年層を対象にした妊娠・出産に関する医学的知見を踏ま

えた知識等の普及啓発（教育委員会・健康福祉部）  

       産婦人科医や助産師などの専門家を中学校に派遣し、思春期の生徒等を

対象に保健指導等を実施することで、思春期からの性や妊娠、出産の適齢

期及び不妊に関する正しい知識の普及を進めるとともに、母性、父性の涵

養と家族観の醸成を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【受講生徒数】 

11,500 人（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・思春期ライフプラン教育の推進 

 

 

   （３）子育て 

     ア 幼保連携型認定こども園の整備（健康福祉部・教育委員会） 

       就労形態の多様化や子育て環境の変化から生じる保護者のニーズに的

確に対応するため、これまで幼児教育を担ってきた幼稚園、保育所に加え

て、幼保連携型認定こども園を選択できるよう整備を進め、質の高い幼児

教育と柔軟で多様な保育を提供します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【公立の幼保連携型認定こども園の整備】 

５施設（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・幼保連携型認定こども園の整備 

 

 

     イ 世代を超えた交流の場づくり（健康福祉部）  

       地域で生活している子どもたちや子育てをしている人、高齢者等が気軽

に集まり、子育てに関する悩みの解決や高齢者の生きがいづくり・仲間づ
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くりなどのための世代を超えた交流の輪を広げ、引きこもりや孤立を予防

する場づくりを進めます。また、地域の介護予防の拠点として心身機能の

維持向上を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【ふれあいいきいきサロン参加人数】 

14,814 人／年（Ｈ26 年度） → 16,000 人／年（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・ふれあいいきいきサロンの開催・参加促進 

 

 

     ウ 子育てを支援する公園の整備（建設部） 

       地域住民にとって身近な存在である街区公園などのうち、利用頻度の高

い公園について、園内施設の段差解消やトイレの改修などを行い、子ども

も、保護者も利用しやすい環境づくりに向けた公園整備を進めます。 

       また、平成１３年度に供用開始し、段階的に整備を進めてきた中勢グリ

ーンパークは、今後も、乳幼児から小学生までの子どもを対象とした遊具

などの充実を進め、子育て中の保護者等が利用しやすい公園としての機能

を高めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【既存街区公園など（６公園）のユニバーサルデザイン化整備箇所】 

０％（H26 年度末時点） → 100％（H31 年度） 

【中勢グリーンパークの整備面積】 

約 11.1ｈａ（Ｈ26 年度末時点） → 約 12.8ｈａ（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・街区公園等のユニバーサルデザイン化 

      ・中勢グリーンパークの整備推進 

 

 

     エ 地域子育て支援センターの充実（健康福祉部）  

       乳幼児やその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育ての知識と

経験を持つスタッフによる子育てについての相談、情報の提供、助言等を

行うなど、地域の子育て支援機能の充実を図るとともに、子育ての不安等

を和らげ、子どもの健やかな育ちを支援します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【子育て支援センター利用者数（月当たり延べ人数）】 

9,191 人／月（Ｈ27 年度計画数） → 9,691 人／月（Ｈ31 年度） 
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     【具体的な事業】 

      ・子育て支援センターの開設 

      ・子育て支援センターの利用促進 

 

 

     オ 子ども・子育てに関する相談・支援の体制の充実（健康福祉部） 

       子どもや子育てに関し、気軽に相談できる窓口体制を充実させるととも

に、関係機関や団体等との連携を強化し、要保護児童等への適切な対応と

家族への支援を実施します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【家庭児童相談の受付件数】 

593 件（H２６年度） → 610 件（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・家庭児童相談体制の充実 

      ・要保護児童対策地域協議会の連携強化 

 

 

     カ 待機児童ゼロの維持継続（健康福祉部）  

       保護者の労働や疾病などにより保育を必要とする支給認定を受けた２

号認定子ども（小学校就学前で満３歳以上の子ども）及び３号認定子ども

（満３歳未満の子ども）が利用できるよう、保育所や認定こども園、地域

型保育事業における保育の提供体制の確保を継続します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【待機児童数（各年４月１日時点）】 

待機児童ゼロの維持 

     【具体的な事業】 

      ・幼保連携型認定こども園の整備（再掲） 

      ・保育士の確保、保育所等の施設整備による提供体制の確保 

 

 

     キ 子ども医療費助成の拡大（健康福祉部） 

       安心して子どもを産み育てられる環境づくりに向け、「小学校６年生ま

での通院」と「中学校３年生までの入院」に対して助成を行っている子ど

も医療費の対象を「中学生の通院」まで拡大し、子育て家庭の経済的負担

の軽減を図ります。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【子ども医療費の受給者数】 

25,000 人（Ｈ26 年度） → 31,000 人（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・子ども医療費助成の対象拡大（中学生通院） 

 

 

     ク 就学前教育の充実（教育委員会・健康福祉部）     

       未来を支える子どもたちが笑顔にあふれ、夢や希望をもって生活するこ

とができる環境づくりを目指し、保護者の多様な生活スタイルやニーズに

応えた仕組みづくりに取り組むとともに「質の高い幼児教育」や「柔軟で

多様な保育」の提供に努め、就学前教育の充実を図ります。 

       また、私立・大学附属・市立幼稚園、保育所、認定こども園等が相互に

連携を図りながら研修や研究を進め、より質の高い幼児教育を目指します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【幼稚園における１クラス 10 人以下の学級数の縮小】 

25 学級（H27 年度） → 20 学級（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・公私立保幼合同研修会の充実 

      ・適正規模化に向けた取組の促進 

 

 

     ケ 放課後児童クラブの充実（教育委員会） 

       保育所を利用していた共働き家庭等においては、小学校に就学する児童

のための安全で安心な放課後の居場所を確保する必要があります。確保す

ることが難しい場合は、児童の小学校への入学に伴い保護者が勤めてきた

会社等を辞めざるを得ないこともあり、ひいては地域の労働力を減少させ

ることにも繋がります。 

       このため、放課後児童クラブの質の向上を図るとともに、実際の活動現

場や地域特性を踏まえた放課後児童クラブの充実を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【放課後児童クラブの未設置校区数】 

12 校区（H27 年度） → 8 校区（H31 年度） 

【放課後児童クラブの受入れ児童数】 

2,154 人（H27 年度） → 2,300 人（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・多様なニーズに対応した安心・安全な放課後の居場所づくり 
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      ・放課後児童クラブの質の向上と必要な運営支援 

      ・小学校の余裕教室等の活用や、地域の実情等に応じた放課後児童クラブ

施設の整備 

 

 

     コ 子どもたちの学力向上と安全の確保に向けた小中学校の教育環境の充

実（教育委員会） 

       グローバル化の進展や技術革新、少子化・高齢化の進展など、社会情勢

が大きく様変わりする時代に即応できる能力を子どもたちが習得できる

よう、実生活で活用する様々な知識や技能を確実に身に付けるとともに、

自ら課題を発見し、主体的・協働的に探求することができる学習活動を推

進することで確かな学力の向上と定着を図ります。 

       また、郷土の歴史や伝統文化及び郷土の自然について学習することで、

郷土への愛着や誇りを育み、郷土への貢献意欲の高揚を図ります。 

       さらに、互いをかけがえのない存在として認め合い、安全で安心できる

地域社会の創造に向け、家庭や地域との協働のもと、「いじめ問題」や「防

災教育」等について、主体的に判断し行動できる子どもたちの能力を育み

ます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【全国学力・学習状況調査において全国平均を上回る科目数（小中学校合算）】 

３科目（H26 年度） → 全８科目（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・授業改善に向けた研修体制の構築 

      ・小中一貫教育の推進に伴う人的支援の強化 

      ・課題発見・課題解決能力育成カリキュラムの開発 

      ・英語コミュニケーション力育成の強化 

      ・地域と共にある学校づくりの推進 

・地域教育資源を活用した教育活動の推進 

      ・大学連携による教員の授業力向上の推進 

      ・小中学校普通教室のエアコン整備とトイレの快適化 

 

 

     サ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進（市民部） 

       子育てをしながら働き続けやすい環境づくりに向け、性別にかかわらず、

休暇の取得促進や長時間労働を抑制するため、市民・事業所に対して、働

き方や固定的な役割分担意識を見直すなどの意識啓発を行い、ワーク・ラ

イフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進します。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【事業所訪問による啓発】 

100 事業所訪問（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の啓発と普及 

 

 

基本目標② 産業振興、企業立地等による安定した雇用の創出・拡大 

 

   《踏まえるべき主要な観点》 

    ・家庭を持ち、幸せに暮らすためには、安定した経済基盤が必要とされていま

す。 

    ・未婚者の男女とも、パート・アルバイトや無職・家事手伝いより、正規職員

や自営・家族従業等の方が「結婚することには利点がある」と考えている人

の割合が高くなっています。また、結婚の障害となるものとして最も多くの

男女が「結婚資金」を挙げています。 

    ・農林水産業においては、耕作放棄地の発生・拡大、農山漁村の機能の衰退等

を防止するため、新たな担い手となる後継者の育成が急務となっています。 

    ・津市の雇用を大きく支えている製造業の縮小に歯止めをかけ、市域の産業基

盤を強化することが求められています。 

    ・中小企業者への技術支援や地域資源を活用した事業化の支援並びに起業・創

業支援等の充実を図る必要があります。 

    ・企業誘致においては、外資系企業も含め、平成 23 年度から平成 26 年度ま

でに 24 社を誘致し、約 760 人の雇用の創出を実現しています。 

    ・各産業間が連携し、新商品の開発や技術開発力の向上による既存産業の振興、

新産業の創出など産業全般の活性化に取り組むことによって、働く場所の創

出を図る必要があります。 

 

   《取組の方向》 

     市内企業における新事業創出や新商品開発、販路開拓、人材育成、生産性の

向上などに対するきめ細かな支援を実施し、総合的な産業振興を図るとともに、

起業・創業支援のほか企業やサテライトオフィス等の誘致を進め、生活するた

めの安定した収入を得ることができる雇用の創出と拡大を図ります。 

     農林水産業においては、新規就業者の確保や定着を図り、後継者の確保に向

け雇用を拡大するとともに、新商品の開発や６次産業化などによる活性化に取

り組み、マーケティングを強化します。 

     また、農山漁村の多面的機能の維持・増進を図るとともに、獣害に強い地域

の構築等農山漁村の活性化を促進します。 
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   《具体的な施策と重要業績評価指標》 

   （１）産業振興の推進 

     ア 企業の人材育成・確保に向けた支援（商工観光部） 

       市内企業が築き上げてきた確固たる技術の後世への伝承とともに、イノ

ベーション活動を促進するため、企業における従業員の教育に対する助成

制度の充実や講座・研修会の開催を通じた支援を行います。 

       また、児童・生徒などの若年者層を対象にした、企業見学や市内企業に

関する情報提供、企業やそこで働く人たちと接する機会の設定など、将来

の産業を支える人材の確保に資する施策を実施します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【人材育成事業による支援企業数】 

９０社（計画期間中の合計） 

     【具体的な事業】 

      ・企業の人材育成のための支援の充実 

      ・人材確保に資する施策の展開 

 

 

     イ 企業の自動化・制御技術の導入、高度化に対する生産性向上支援（商工

観光部） 

       市内企業が激化する市場競争に打ち勝ち、継続的に発展していくための

事業競争力の強化に向けた設備の自動化や高機能化など、企業が実施する

生産性向上のための取組を支援します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【生産性向上促進事業による支援企業数】 

50 社（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・生産性向上のための取組の促進 

 

 

     ウ 産業振興センターの機能見直しと企業支援の充実（商工観光部） 

       産業振興センターの機能拡充を図る中で、各種専門コーディネーターを

配置し、ＩＴ、金融、法務など産業動向に合わせた相談や研修の機会を設

けるとともに、セミナー等も開催し、高付加価値のある新製品・新サービ

スの開発、海外も視野に入れた展示会出展等による販路開拓、新分野への

進出、地域資源を活用した特産品の開発など、市内企業における収益性向

上のための取組に対する支援を充実します。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【産業振興センターにおける相談件数】 

1,300 件（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・専門コーディネーターの配置の充実 

      ・セミナー等を通じた情報提供 

      ・企業支援事業の充実 

 

 

     エ 環境意識の高揚と再生可能エネルギー等の導入促進（環境部） 

       環境に関する催事を開催し、企業の再生可能エネルギー設備等の出展を

推進することで、企業や市民の再生可能エネルギーに関する意識の高揚や

省資源（省エネルギー）、地球温暖化防止につながるライフスタイルへの転

換を促し、地域資源の活用の普及拡大や住環境の整備だけでなく、ひいて

は環境保全に絡んだ新たな需要による雇用の創出を目指します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【つ・環境フェスタ出展団体数・来場者数】 

出展団体数：４５団体（計画期間中の平均） 

来場者数：5,000 人（計画期間中の平均） 

     【具体的な事業】 

      ・再生可能エネルギー設備（導入促進に向け）出展者の促進 

      ・家庭や事業所等における省エネ設備及び再生可能エネルギー設備の普及

促進 

 

 

     オ 起業・創業に向けた支援（商工観光部） 

       女性・若者・シニアなど多様な人材が、多様な働き方による自己実現や

社会貢献などを目指す起業や創業、第二創業は、地域経済の活性化に必要

不可欠であるとともに、新たな雇用の創出が期待されることから、産業競

争力強化法に基づく「創業支援事業計画」に沿って、金融機関など各種創

業支援機関との連携を強化し、事業継続が可能な創業者の育成に取り組み

ます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【市及び関係機関の支援による創業件数】 

２７５件（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・起業・創業希望者のための支援の充実 
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      ・支援機関のネットワーク 

 

 

     カ 農林水産業における新規就業者の確保・定着支援（農林水産部） 

       農林水産業における就業者を確保するため、経営体の育成・支援策の推

進や各経営体が行う新規就業者確保のための研修等を支援するとともに、

新規就業者の経営等の安定化を促進します。 

       また、市内の新規就業希望者が円滑に就業できるよう、各関係機関等と

連携した総合的支援を行い、市外・県外からの新規就業者の増加を図りま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【新規就農者数】 

36 人／年（Ｈ26 年度） → 39 人／年（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・経営体育成・支援の推進 

      ・新たな担い手育成の促進 

      ・青年就農給付金等の給付促進 

      ・就農相談窓口体制の強化 

      ・外部からの就農希望者受け入れの強化 

 

 

     キ 農地集積・集約化の促進（農林水産部） 

       農地中間管理機構の仲介等により、担い手への農地の集積・集約化を促

進するとともに、耕作放棄地の発生抑制に努め、経営規模の拡大等による

農業競争力の強化を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【農地集積率】 

31.5％（Ｈ25 年度） → 40.0％（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・農地集積・集約化の促進 

      ・耕作放棄地対策の促進 

 

 

     ク 地域農産物、水産物、木材を活かした新商品の開発、６次産業化の促進

（農林水産部） 

       市内農林水産物の利用促進のため、あらゆる媒体や機会を通じ積極的な

PR を展開するとともに、農林漁業者が主体となり、自ら生産した農林水
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産物を活用した新商品開発や販路開拓の取組を支援するほか、消費者と生

産者との交流と地産地消を推進します。 

       また、林業については、人工林が本格的な利用期を迎える中で、豊富な

森林資源を循環利用しつつ、公共建築物の木造化等の促進や木質バイオマ

ス利用の推進などによる新たな木材利用を創出し、地域産材の利用拡大と

地域産業の活性化を推進します。 

       水産業については、漁業者の所得・経営力の向上を図るため、持続可能

な生産基盤維持・整備と魚食の普及とともに水産物加工業の振興及び経営

戦略として、水産物加工業者による直接販売を推奨、促進し、生鮮魚介類

を水揚する漁業従事者の収入増を目指します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【木材利用促進ネットワーク事業による木製品の販売額】 

7,000 千円（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・マーケティング調査等による消費者ニーズの把握 

      ・試作品の作成と新製品の開発促進 

      ・情報発信の推進（ホームページ・パンフレットの作成、展示会の開催等） 

      ・小売等への販路構築 

      ・森林整備の推進 

      ・林業生産基盤の整備 

      ・未利用間伐材等の木質バイオマスへの利用促進 

      ・地産地消の促進 

      ・生産者と消費者の結びつきの強化 

      ・水産物加工業協同組合による直販事業の促進 

      ・直販事業の PR 強化 

      ・水産生産基盤の整備 

 

 

     ケ 農業・農村の多面的機能の維持・発揮等による農山漁村の活性化（農林

水産部） 

       高齢化や人口減少の進展により集落機能が低下しつつある農山漁村の

活性化を図るため、日本型直接支払制度等を活用し、集落コミュニティの

醸成とともに、共同管理等による農地等の維持を支援し、将来にわたる農

業・農村の有する多面的機能の確保に努めます。 

       また、農地等を活用した地域のコミュニティの形成や観光資源等との連

携による生産・加工・販売等の取組を支援し、農山漁村における交流人口

の増加を促進します。 

       さらに、野生鳥獣による被害の深刻化・広域化に対応するため、個体数

の調整、防護柵の設置、地域ぐるみでの取組と、各地域における被害実情
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に対応したきめ細かな鳥獣害防止対策を推進する「獣害から農地を守るプ

ロジェクト」を推進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【経営耕地面積に占める農地維持支払制度取組面積割合】 

52.6％（Ｈ27 年度） → 60.0％（H31 年度） 

    【具体的な事業】 

      ・日本型直接支払事業の推進 

      ・農山漁村の活性化の促進 

      ・鳥獣害対策の推進 

      ・農業生産基盤の整備 

 

 

   （２）企業立地の促進 

     ア 中勢北部サイエンスシティ等の工業団地への企業誘致の推進（商工観光

部） 

       津市の産業拠点である中勢北部サイエンスシティが中部圏と関西圏の

中間点に位置し、日本の主要都市へ抜群のアクセス環境を有すること、ま

た、高台に位置した災害に強い産業用地であることを積極的に PR すると

ともに、津市企業立地促進条例に基づく奨励金制度も活用しながら、誘致

対象企業のニーズに応じたきめ細かなサポートを行い、戦略的な企業誘致

活動を進めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【中勢北部サイエンスシティへの企業誘致】 

未分譲用地２０ha の分譲又は賃貸（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・戦略的な企業誘致活動の強化 

      ・中勢北部サイエンスシティの強みの情報発信の促進 

      ・企業立地動向の調査・情報収集の促進 

 

 

     イ 多様な業種の集積と魅力ある雇用環境の創出を目指した企業立地の展

開（商工観光部） 

       津市の経済を支える「しなやかな産業構造」をさらに強化するため、津

地域産業活性化基本計画や津市企業立地促進条例、アジア№１航空宇宙ク

ラスター形成特区等を踏まえた多業種の集積、また、外資系企業も対象に

含めた企業誘致を展開し、多様な業種の集積を図ります。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【津地域産業活性化基本計画や津市企業立地促進条例、及びアジア№１航空宇

宙産業クラスター形成特区で集積を目指している業種（食料品、プラスチック

製品、窯業・土石製品、金属製品、はん用機械器具、生産用機械器具、業務用

機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機器、輸

送用機械器具の各製造業、航空宇宙産業）に係る企業や外資系企業の立地件数】 

該当業種・企業から５社の企業立地（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・対象業種への企業誘致活動の強化 

      ・津市企業立地促進条例の積極的な PR 

 

 

基本目標③ 定住・還流・移住などによる新たなひとの流れの創出 

 

   《踏まえるべき主要な観点》 

    ・市内の高校、大学等への進学によるものと推察される 10～14 歳→15～19

歳（10～14 歳の人口と当該年齢層が 15～19 歳になったときの主に社会

移動を要因とする人口の差。）が転入超過となっています。 

    ・一方、三重県外の大学等や企業への進学、就職によるものと推察される 15

～19 歳→20～24 歳、20～24 歳→25～29 歳が転出超過となっていま

す。 

    ・また、25～29 歳→30～34 歳は、勤務の都合や結婚等のライフステージの

変化に伴い転入超過の傾向にあるものと推察されます。 

    ・大学生等が就職を考えるときは地元志向が強く、また、下宿等により、津市

に居住した人は、居住していない人に比べて津市での就職を検討している割

合が高くなっています。 

    ・大学生からは、大学在学中に地元企業や地域との繋がりが強くなれば、津市

内での就職も促進されるとの意見がありました。 

    ・津市への転入者が居住地域を選んだ際に重視した項目として、「住居周辺の静

かさや落ち着き」が上位となっており、団体や地域との意見交換でも、津市

の「住みやすさ」をもっとＰＲすべきであるとの意見が多くありました。 

 

   《取組の方向》 

     津市に愛着を持ちながら、学び、働き、暮らしていける、また、暮らし続け

たいと思われる「定住」を促進し、人口の流出を抑制します。特に三重大学や

三重短期大学等の市内の高等教育機関に市外から進学された学生を対象に津

市をふるさととして思ってもらえる環境づくりを進め、学生の津市への就職や

定住を促進します。 

     また、津市から都市圏等に進学・就職等で転出した人が、U ターン就職する

など、ふるさとである津市に帰って生活する「ふるさと回帰」などの希望がか
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ないやすい仕組みを構築し、津市出身者等の「還流」の促進に取り組みます。 

     さらに、豊かな自然環境や地域資源などとともに、津市の「住みやすさ」を

情報発信することにより、津市をもっと知りたくなる、津市を訪れたくなる、

津市に住みたくなるイメージ戦略を展開し、都市圏等からの I・Ｊターンなどに

よる「移住」の促進に取り組みます。 

     同時に、公共交通の充実や道路ネットワークの整備などにより、人口減少が

進む中にあっても活気や賑わいとともに快適に過ごせるよう津市の住みやす

さに磨きをかけます。 

     また、津市産業・スポーツセンターなどのスポーツ施設を活かした交流やＭ

ＩＣＥなどの誘致活動に加え、観光資源を活かした、外国人も含めた交流人口

の増加を図ります。 

 

   《具体的な施策と重要業績評価指標》 

   （１）定住の促進 

     ア 市内在学の高校生・大学生等の市内企業への就職の促進（商工観光部） 

       津市に関する情報発信においては市内企業の魅力も発信し、津市の住み

やすさとともに優れた市内企業等をより多くの学生などに知ってもらう

ことにより、津市での就職及び生活を始めるきっかけづくり活動を推進し

ます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【ふるさと就職新生活応援奨励金※４受給者数】 

150 人（計画期間中の累計） 

 

     【具体的な事業】 

      ・ふるさと就職新生活の応援 

 

 

     イ 高齢者や障がい者の就労支援（健康福祉部）  

       高年齢退職者に対して就業の機会を提供することにより、高齢者の生き

がいの充実と就労の拡充、社会参加の推進を図ります。 

       また、障がい者雇用の促進に向けて、スムーズな社会参加が可能となる

よう、適切な就労支援を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【シルバー人材センター登録会員数】 

1,020 人（H２６年度時点） → 1,300 人（H31 年度時点） 

【シルバー人材センター契約件数】 

10,167 件（H26 年度時点） → 10,300 件（H31 年度時点） 

※４：市外在住者が市内に主たる事務所を有する事業所等へ就職し、市内へ転入した場合、新生活に係る費用の一部を交
付。 
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     【具体的な事業】 

      ・シルバー人材センターへの会員登録の促進 

      ・障がい者の就労支援サービスの充実 

 

 

     ウ コンパクトで快適な賑わいのあるまちづくりの推進（都市計画部） 

       人口減少・少子高齢社会に対応し、徒歩や公共交通を中心とした生活利

便性の向上、道路等公共施設の維持管理費の負担等を考慮した効率的な都

市を形成するため、既存拠点の魅力・利便性の向上及び拠点周辺の人口密

度の維持を図るべく、土地利用の方針を定め、多極ネットワーク型集約化

都市構造の構築を推進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【新都市マスタープランによる事業の推進】 

Ｈ28 年度 ：新都市マスタープランにおける全体構想の策定 

Ｈ29 年度 ：新都市マスタープランにおける地域別構想の策定 

Ｈ30 年度～：新都市マスタープランの運用開始 

     【具体的な事業】 

      ・新都市マスタープランの策定 

 

 

     エ 公共交通の充実（都市計画部） 

       鉄道や海上交通、民間路線バス・コミュニティバス等のバス交通などの

様々な交通モードの連携を図ります。 

       また、地域の特性に応じた利便性の高いコミュニティ交通を実現するこ

とで、交通不便地における移動手段を確保するとともに、公共交通に対す

る市民意識の向上を図り、利用促進に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【公共交通全体の利用者数】 

   20,968,178 人       →     21,682,600 人 

（H26 年度、ただし鉄道の利用者数のみ推計値）           （Ｈ31 年度の目標値） 

     【具体的な事業】 

      ・乗継設定と待合環境の整備 

      ・津市コミュニティバスの利便性の向上 

      ・地域住民運営主体型コミュニティ交通事業の推進 

      ・分かりやすい路線・時刻表情報の提供 

      ・モビリティマネジメントや利用促進イベント等の実施 
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     オ 道路ネットワークの整備と適正管理（建設部・市民部） 

       広域連携軸の形成、域内連携軸の強化など体系的な整備を推進するため

に、津市の骨格を形成する道路に関し、現在、事業を進めている路線や整

備計画がある路線の効率的・効果的な整備を推進します。   

       また、道路の舗装や橋梁の適切な維持管理を予防的かつ計画的に行い安

全性・信頼性を確保します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【津市道路整備計画による路線（31 路線）の整備】 

6 路線完成（H26 年度末時点） → 13 路線完成（H31 年度末時点） 

【津市橋梁長寿命化修繕計画策定のための橋梁（2ｍ以上、全 2,368 橋）の点検】 

49 橋点検完了（H26年度末時点） → 2,368 橋点検完了（H31年度末時点） 

【津市橋梁長寿命化修繕計画による橋梁（15ｍ以上、全 308 橋）の修繕】 

１橋完了（Ｈ26 年度末時点） → 10 橋完了（Ｈ31 年度末時点） 

【津市舗装維持管理計画による道路舗装（全長 111.4 ㎞）の修繕】 

0.99 ㎞完了（Ｈ26 年度末時点） → 5.5 ㎞完了（Ｈ31 年度末時点） 

     【具体的な事業】 

      ・円滑な都市機能の強化と地域連携のための体系的な道路網整備の推進 

      ・道路施設の事後的修繕から予防的修繕への転換 

      ・道路施設の安全性、信頼性の確保 

      ・地域インフラの適正な管理 

 

 

     カ 住みたくなるような魅力ある住環境の形成（都市計画部） 

       都市計画制度による居住地域の適切な配置や多極ネットワーク型集約

化都市構造の推進により拠点周辺の利便性を向上させるほか、市内の景観

特性に応じた景観形成を促し、魅力ある住環境の形成を推進します。 

       また、空き家対策として、適正に管理されていない空き家の減少や住宅

ストックとしての円滑な供給・流通ができるよう図ります。 

       さらに、旧耐震基準で建築された老朽危険木造住宅や耐震性のない木造

住宅の除却を推進し、安全・安心なまちづくりに努めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【景観計画における重点地区の指定】 

２箇所（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・多極ネットワーク型集約化都市構造の構築の推進 

・景観形成事業の推進 
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      ・空き家実態調査の実施及び所有者意向調査に基づいた、啓発・利活用策

の検討 

      ・老朽危険木造住宅等の除却推進 

 

 

   （２）還流の促進 

     ア 都市圏等の大学に進学した学生の市内企業へのＵＩＪターン就職の促

進（商工観光部） 

       進学や就職などにより都市圏等で暮らす学生や社会人においては、ふる

さと回帰を希望する傾向があることから、津市内企業などへ就職を考えて

もらう環境をつくり、津市への還流を促進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【ふるさと就職活動応援奨励金※５受給者数】 

100 人（計画期間中の累計） 

 

     【具体的な事業】 

      ・ふるさと就職活動の応援 

      ・ふるさと就職新生活の応援（再掲） 

 

 

     イ 市外就労者の市内企業への就職の促進（商工観光部） 

       国から示されたデータによると東京在住者の４割が地方への移住を検

討している、又は今後検討したいと考えており、特に 30 代以下の若年層

及び 50 代男性の移住に対する意識が高いことから、優れた技能や経験を

もった地方への移住を考えている職務経験者の市内企業等への転職を促

進するため、市内企業等が新たな人材を採用しやすい環境づくりを支援し

ます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【職務経験者ＵＩＪターン促進奨励金※６に係り新たに雇用される職務経験者数】 

50 人（計画期間中の累計） 

 

 

     【具体的な事業】 

      ・職務経験者ＵＩＪターンの促進 

      ・市内企業等の情報発信 

 

 

※５：県外在住の津市出身者が市内に主たる事務所を有する事業所等へ就職活動を行った際に要した交通費を交付。 

※６：市内に主たる事務所を有する事業所等が市外在住の職務経験者を雇用し、かつ、その被雇用者が市内へ転入した場
合、その事業所に対して奨励金を交付。 
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     ウ 三重短期大学への入学と卒業生の市内企業への就職の促進（三重短期大

学） 

       津市内の高校との連携を拡大させるとともに、市内在住の高校生へのＰ

Ｒを充実させて市内出身の入学者が増える条件を整備します。 

       アクティブラーニングを積極的に取り入れ、学生の学びを活かした課外

活動を積極的に支援して、能動的に活躍できる人材を育成します。 

       インターンシップの推進等により市内企業との連携強化を図るとともに、

学内で市内企業の説明会を開くなどして、市内企業への就職を促進するた

めの取組を強化します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【三重短期大学における就職希望者の市内就職率の向上】 

23％（H2６年度） → 30％（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・市内の高校との高大連携協定の拡大等、市内出身者の志願者数増加に向

けた取組の推進 

      ・学生の課外活動の促進等による地域社会に貢献する人材の育成 

      ・市内企業への就職の促進 

 

 

   （３）移住の促進 

     ア 様々な移住ニーズに対応できる移住相談体制の充実（政策財務部・都市

計画部） 

       首都圏でのシティプロモーションイベント開催時における移住相談窓

口の設置や三重県が首都圏における移住促進の取組を強化するため東京

に設置した移住相談窓口「ええとこやんか三重 移住相談センター」との

連携などにより、移住相談体制を充実します。 

       また、津市への移住を検討される人に、的確で分かりやすい情報提供を

行うため、移住や住替支援、住宅ストックの有効活用等の各種制度につい

て、ホームページや窓口で積極的に情報発信します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【移住相談件数】 

７組１０人（H２６年度） → 30 組 60 人（Ｈ３１年度） 

     【具体的な事業】 

      ・首都圏でのシティプロモーションイベント等における移住相談の拡充 

      ・移住、住替支援、住宅の有効活用に関する情報提供 
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     イ プロモーションビデオ、パンフレット等による移住促進に向けた情報発

信・PR（政策財務部） 

       一人でも多くの人に、津市を知ってもらうことを第一に、日本人だけで

なく外国人も対象にしたインパクトのあるプロモーションビデオやパン

フレット等を制作し、情報発信するとともに、首都圏でのイベントなども

活用したシティプロモーションを展開します。また、津市の住みやすい日

常の暮らしがより具体的にイメージできるプロモーション活動により、津

市への移住や定住を促進するイメージ戦略を展開します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【ホームページにおけるプロモーションビデオ再生回数】 

20,000 回（作成後における計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・移住・定住等促進イメージ戦略の展開 

      ・津市の魅力（情報）発信の強化 

 

 

     ウ 家庭菜園などの余暇の楽しみ方を絡めた“いなか暮らし体験”の利用促

進（美杉総合支所） 

       田舎暮らし希望者の意識を（短期滞在→長期滞在→）定住へと発展させ

るため、また、地域の良さに触れ、美杉を居住地として選んでもらうため、

民間宿泊施設等を活用し、森林セラピーロードや映画ロケ地の散策など都

会では体験できない、津市ならではのメニューを取り揃えた魅力発見塾を

実施します。また、毎年、東京・大阪で行われる移住相談会、各種イベン

ト等において、当該事業に係る情報発信を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【美杉の魅力発見塾利用者数】 

100 人（Ｈ26 年度） → 130 人（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・体験メニューの充実 

      ・事業に係る情報発信の強化 

 

 

     エ 空き家情報バンクへの登録と住宅情報の提供の充実（都市計画部・美杉

総合支所） 

       田舎暮らし希望者に津市空き家情報バンクへ登録していただくため、ホ

ームページや新聞・雑誌等のマスメディア、移住相談会などを活用し、地

域の魅力や物件情報を発信するとともに、登録者一人一人に、津市田舎暮
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らしアドバイザーと連携しながら、きめ細かな対応を行います。また、登

録物件の充実を図るため、固定資産税の納税通知書に同封するチラシへ制

度に係るお知らせ記事を掲載するなど、空き家を所有する人に制度の周知

を行います。 

       同時に、市民や津市に移住を考えている人の様々なニーズに対応した住

宅情報を分かりやすく発信します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【空き家情報バンクにおける媒介成立件数】 

３件（Ｈ26 年度） → ５件（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・地域の魅力や物件情報の発信 

      ・空き家所有者への制度周知 

      ・ホームページや窓口等での住宅取得に係る情報の充実と発信 

 

 

     オ ライフステージの節目などに求められる住宅取得等に係る支援の充実

（都市計画部） 

       進学や就職により一人暮らしを行う人、結婚・出産で家族を持ち、子育

てのために広い住まいを望む人、その後子どもが独立して夫婦二人だけの

住まいになる人、そして退職を契機に田舎暮らしを望まれる人など、ライ

フステージの節目を迎えて、人が自分の住まいに求める様々なニーズにマ

ッチングした、住替支援や住宅取得支援等の各種制度を分かりやすく発信

します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【住宅施策に係るホームページの閲覧件数】 

2,657 件（Ｈ26 年度） → 3,700 件（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・ニーズに応じた住宅取得に関する各種支援制度の情報の充実と発信 

 

 

   （４）人々が行き交う津づくり 

     ア 外国人も含めた観光客増加に向けた取組の促進（商工観光部） 

       外国人観光客を始めとした津市へ観光に訪れる全ての人々に優しい受

入体制の充実を目指すとともに、これらの津市の魅力について、あらゆる

機会を通じた情報発信を行うことで、観光交流人口の増加を目指します。 

       また、津まつり等のイベントの取組や地域資源を活かした観光地の魅力

の向上に向けた取組を促進します。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【観光ボランティア案内人数】 

18,488 人（Ｈ26 年度） → 20,000 人（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・ユニバーサルデザインの観光案内標識や看板の設置の促進 

      ・津市内の観光関連施設への Wi-Fi 環境の整備の促進 

      ・津市の観光情報の発信の強化 

      ・観光ボランティアの活性化 

      ・美杉地域の活性化 

 

 

     イ ＭＩＣＥ※７の誘致活動の促進（商工観光部・政策財務部） 

       企業、団体、学生等を始めとする各種団体に対し、津市産業・スポーツ

センター等の情報発信を広く行い、多種多様な会議、研修会、研究大会、

展示会、イベント等の誘致活動を展開します。 

 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【会議、研修会、イベント等の開催数】 

１０回（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・津市産業・スポーツセンター等施設の情報発信 

 

 

     ウ 津市産業・スポーツセンターなどの施設を活かしたスポーツ交流の促進

（スポーツ文化振興部） 

       津市産業・スポーツセンターにおける賑わいの創出や交流人口の拡大、

地域活性化を図るため、プロスポーツや全国規模のスポーツ大会等の誘致

を進めます。また、屋内総合スポーツ施設と産業展示施設を併せ持つ施設

の特性を活かした魅力的なイベント等の開催により市内外からの集客を

図ります。 

       さらに、市内への来訪者・滞在者を確保するため津市産業・スポーツセ

ンターや既存のスポーツ施設を利用して実施するスポーツ合宿を誘致す

ることにより、市外からの合宿参加者と市内スポーツ団体等との交流を促

進します。 

 

 

※７：Meeting（会議・研修等）、Incentive tour（報奨旅行等）, Convention 又は Conference（学会・国際会
議等）, Exhibition（展示会等）の頭文字をとった造語   
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【全国規模のスポーツ大会等の誘致】 

３大会／年（計画期間中の平均） 

【スポーツ合宿の誘致】 

50 団体／年（計画期間中の平均） 

【スポーツイベント開催による集客人数】 

延べ 10,000 人／年（計画期間中の平均） 

     【具体的な事業】 

      ・全国規模のスポーツ大会、スポーツ合宿の誘致 

・集客が見込めるイベントの開催（主催等） 

 

 

     エ 競艇事業の活性化（競艇事業部） 

       ボートレース場へ気軽に来場いただき、楽しみ、満足いただくためにフ

ァンサービスの充実や施設の整備、ＳＧ、ＧⅠ競走等の高グレードレース

の積極的な誘致、企画レースなど魅力ある競技運営を実施し、来場促進に

取り組むことにより、交流人口の促進を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【本場入場者数】 

1,430,000 人       →    1,500,000 人 

（過去の状況から予想される今後５年間の来場者数）     （目標とする今後５年間の数値） 

     【具体的な事業】 

      ・企画レースや企業協賛レースの開催 

      ・各種イベントの開催 

      ・広報・宣伝活動の強化 

      ・施設整備の実施 

 

 

     オ 商店街の賑わいの創出（商工観光部） 

       消費の場、コミュニティの場、雇用の場として商店街が機能し、商店街

に沢山の人々が集まり、賑わうことは、津市の住みやすさにつながること

から、商店街の賑わい創出のためのイベントや商店街として取り組む個店

の魅力アップなどに対して、支援を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【商店街における新規店舗開店数】 

10 店舗（計画期間中の累計） 
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     【具体的な事業】 

      ・各種イベントの開催 

      ・商店街の情報発信の強化 

      ・商店街魅力向上のための支援 

 

 

     カ 地域特性を踏まえた観光資源の活用促進（商工観光部） 

       津の海を始めとした自然資源や榊原温泉などの温泉資源、さらには一身

田寺内町や北畠氏城館跡などの古い街並みや史跡、歴史街道など、各地域

の持つ豊かな資源を有効に活用するため、周辺の環境整備の充実や新たな

観光ルートづくり、体験型観光等の創出に取り組みます。 

       民間宿泊施設、旅行会社、団体等と連携し、調査研究を行うなど、民間

ならではのノウハウ等を活かした観光振興による活力の創出を目指しま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【新たな観光周遊コースの発掘】 

１０コース（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・新たな観光ルートづくり、体験型観光の創出の促進 

      ・観光振興による活力創出に向けた調査研究 

 

 

基本目標④ 人と人が繋がった暮らしやすい地域づくり 

 

   《踏まえるべき主要な観点》 

    ・高齢者や障がい者など、皆が安心して暮らすことができる福祉環境をつくる

ことは、津市が生涯の定住地として選択されるための重要な要素です。 

    ・地域福祉の充実に向けては、地域特性に応じた福祉活動が住民の手によって

自主的に行えるよう支え合う体制づくりの構築など地域における福祉活動

の基盤づくりを推進しています。 

    ・少子化や高齢化が進展し続けると、地域によっては、近くで買い物をするこ

とや医療を受けることが難しい環境になることが予想されます。 

    ・人口減少が進むと、地域コミュニティや共助の機能が低下し、維持すること

も難しくなります。また、現時点においても多くの地域で将来を担う後継者

の育成や地域の連帯意識の希薄化が大きな課題となっています。 

    ・特に高齢化が進展する地域では、経済活動、福祉活動等を先頭に立って進め

る意欲的な人材が必要ですが、地域外への流出人口が多く、地域内における

人材の確保が難しい状況にあります。 

    ・地域づくりにおいては、市民からのアイデアや思いを受け止める仕組みを充
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実することが求められています。 

    ・市民からの要望や地域の課題等への対応状況を常に把握し、できることから

迅速かつ着実に取り組む必要があります。 

    ・地域課題の解決に向けては、地域にある資源を活かしながら行政と地域が一

体となって取り組んでいく体制を構築していく必要があります。 

   

   《取組の方向》 

     たとえ人口減少が続く中にあっても、安心できる将来を思い描くことができ

るよう、地域福祉の充実を図るとともに、地域における人と人との繋がりを育

むことで心が通う地域の絆を築き、老若男女を問わず多世代が交流し生き生き

と暮らせる地域づくりを進めます。 

     また、地域で暮らす人たちが、年齢や性別、国籍などに関係なく、安全で安

心して暮らすことができ、地域活動や地域づくりに積極的に参加する環境づく

りを進めます。 

     少子化、高齢化の進展に伴う税収の減や社会保障費の増など財政状況が厳し

くなることを見据え、公共施設等の老朽化対策に向けた計画的な管理・運営を

行います。 

     また、地域コミュニティの活性化を図るための支援を行います。 

 

   《具体的な施策と重要業績評価指標》 

   （１）地域福祉の充実 

     ア 医療・福祉・介護の連携による地域包括ケアシステムの確立（健康福祉

部）  

       高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み

慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよ

う、医療・福祉・介護が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築

を実現していきます。 

       地域包括支援センターを設置して高齢者が安心して自立した生活を送

ることができる心豊かで元気あふれる地域社会を目指し、介護予防や地域

に密着したケアの推進を図っていきます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【地域ケア会議の開催数】 

91 回／年（Ｈ26 年度） → 120 回／年（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・地域ケア会議を通じた課題解決の促進  

 

 

     イ 地域密着型サービスの充実（健康福祉部）  

       高齢化の進展に伴い認知症高齢者やひとり暮らし高齢者等の増加が見
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込まれる中、高齢者が身近な地域で生活ができるように、地域密着型サー

ビス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び小規模多機能型居宅介護）

が、未整備の地域を中心に整備を進めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備数】 

３事業所（計画期間中の累計） 

【小規模多機能型居宅介護の整備数】 

５事業所（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・地域密着型サービスの整備促進 

 

 

     ウ 無医地区の解消（健康福祉部）  

       必要な医療を誰もが適切に受けられるよう、関係機関と連携の上、無医

地区の解消を図り、市民が住み慣れた地域で健康で安心して生活できる環

境を確保します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【無医地区の数】 

２地区（Ｈ26 年度） → ０地区（Ｈ31 年度） 

（厚生労働省平成 26 年 10 月調査） 

     【具体的な事業】 

      ・地域医療推進体制の強化 

      ・無医地区への巡回診療の実施 

 

 

   （２）安全で安心して暮らせる地域づくり 

     ア 地域コミュニティの充実（市民部・教育委員会） 

       地域規模に応じ、地域ニーズを反映した機能を備えた施設を充実し、地

域住民の利用に供するとともに、健康増進、生涯学習、行政相談、子育て

支援、老人福祉、障がい者支援など、各種行政サービスを提供することで、

地域コミュニティの形成を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【会館・市民センター・集会所・公民館等の利用人数（１施設当たりの平均）】 

6,260 人（Ｈ26 年度実績） → 6,900 人（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・地域住民が活用できる施設の充実 
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      ・地域コミュニティの強化 

      ・多様な行政サービスを提供する場づくり 

 

 

     イ 安心で安定した給水の確保（水道局） 

       津市全域に安心・安全でおいしい水の安定供給を確保することを目的に、

施設の統廃合等による拡充や老朽化施設の更新を進めます。また、地震な

どの災害に強い水道の確立を目指し、浄水場、配水池及び管路の耐震化を

推進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【重要施設に接続する耐震適合性のある管路延長】 

14.4ｋｍ（H26 年度） → 29.5ｋｍ（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・施設の拡充・更新 

      ・水道施設の耐震化 

      ・応急給水などの災害対策の強化 

 

 

     ウ 生活排水処理対策と治水対策の総合的な推進（下水道局） 

       公共用水域の水質保全や自然環境の保全を図るため、公共下水道及び中

勢沿岸流域下水道の志登茂川処理区、雲出川左岸処理区、松阪処理区にお

ける効率的な下水道整備を推進します。また、治水対策として、総合的な

浸水対策事業とともに、雨水ポンプ場等の整備や適切な維持管理など雨水

排水対策を進めます。 

       さらに公衆衛生の向上及び生活環境の保全に向け、効率的な生活排水処

理対策として公共下水道や浄化槽等の事業を強化推進するとともに、膨大

な下水道等の資産について適切な維持管理を行い、下水道経営の健全化に

努めます。 

       また、公共下水道の計画区域外における市営浄化槽の整備促進や共同汚

水処理施設の帰属に向けた取組を推進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【汚水処理施設整備人口】 

231,614 人（Ｈ26 年度） → 237,560 人（Ｈ31 年度） 

    【具体的な事業】 

      ・公共下水道の整備推進及び流域下水道の整備促進 

      ・下水道の水洗化率の向上 

      ・農業集落排水の水洗化率の向上 
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      ・浄化槽設置の促進 

      ・下水道施設（汚水・雨水）の維持管理 

      ・農業集落排水施設の維持管理 

      ・津市営浄化槽事業の推進 

      ・浄化槽の維持管理の促進 

      ・雨水排水対策の推進 

 

 

     エ 自然環境の保全と循環社会の形成（環境部） 

       豊かな自然環境や快適な生活環境を守るため公害等防止に係る監視や

指導を強化するとともに自然保全活動の促進と環境意識の向上を図りま

す。 

       また、ごみ「０」の循環型社会を目指すため、３Ｒの推進、ごみの減量

化及び再資源化の推進を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【１日１人当たりのごみ排出量】 

1,041ｇ（H26 年度） → 900ｇ以下（H31 年度） 

【ごみのリサイクル率】 

22.4％（H26 年度） → 45%以上（H31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・環境学習会等による環境意識の向上と自然環境の保全活動の促進 

・不法投棄対策の強化 

・ごみの適正分別、減量化、再資源化の啓発及び促進 

 

 

     オ 公共施設等総合管理計画に基づく公共施設の老朽化対策（政策財務部） 

       現在津市が所有する、公共施設の総量をそのままに単純な建替えや大規

模改修等の更新で老朽化対策を行うことは財政的に現実的ではないため、

老朽化施設とその周辺の施設については、用途別に類似機能を持った公共

施設の集約・融合化を進め、選択と集中の考え方に基づき更新費用の平準

化を行い、財政的に持続可能な行財政運営を実現できるよう公共施設総量

の縮減を推進するとともに、行政サービスの向上を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【公共施設等総合管理計画の概念に基づく公共施設の再配置・整理施設数】 

１０施設（計画期間中の累計） 

     【具体的な事業】 

      ・実際の用途を軸とした合理的な公共施設の融合化、集約化の促進 
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      ・永く便利に利用可能な地域の核となる公共施設の設置・拠点化 

 

 

     カ 消防団の充実強化（消防本部） 

       市民が地域の中で安心して暮らすことができるよう、災害に強いまちづ

くりを推進するためには消防署と消防団の連携が不可欠ですが、人口減少

や少子高齢化に伴い消防団員数の確保が困難な状態です。 

       消防団員数の減少を食い止め、消防団員数を維持していくために、消防

団員を雇用する事業所を、｢消防団協力事業所｣に認定し、消防団員が活動

しやすい環境づくりに努め、消防団の充実強化を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【消防団員数】 

現状 2,188 人(平成２７年４月１日現在)の維持 

     【具体的な事業】 

      ・女性消防団等の強化 

      ・消防団協力事業所認定の推進 

 

 

     キ 外国人を含めた地域住民の顔が見えるコミュニティの形成（市民部） 

       １９９０年の入国管理法改正以降、津市にも就労を目的として来日した

外国の人が生活者として多く暮らすようになり、今や地域コミュニティの

一員でもあります。 

       しかしながら外国人住民からは、言葉の壁や文化の違いに起因する日本

人住民との意思疎通の困難や生活に関する悩みも寄せられています。 

       今後、日本人住民とともに外国人住民が地域社会の中で安心して働き、

子育てができるよう、コミュニケーションに必須である日本語を学ぶ場所

や内容の拡充に努めます。 

       また、外国人住民が持つ多様性をまちづくりに活かすため、顔を見なが

ら意見を聞く場を設けます。 

 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【日本語教室参加者数（受講者及びボランティア）】 

延べ 430 人／年（Ｈ26 年度） → 450 人／年（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・日本語教室の拡充 

      ・外国人にも子育てしやすいまちづくり（出産・子育て・教育に関する情

報提供の工夫） 
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      ・外国人住民も参加をするセミナー等の開催 

 

 

     ク 地域課題の自立した取組や持続可能な活動に向けた支援（市民部） 

       自治会活動への支援や NPO 等によるコミュニティビジネスへの取組支

援など、地域課題の解決に向けた自立した取組や持続可能な活動ができる

体制づくりを促進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【津市市民活動センター登録団体数】 

360 団体（Ｈ２６年度） → 370 団体（Ｈ31 年度） 

     【具体的な事業】 

      ・自治会活動への支援 

      ・コミュニティビジネスの促進 

 

 

     ケ 地域住民の助け合いを育む仕組みづくり（市民部・健康福祉部・総合支

所） 

       人口減少地域においては、高齢者、特にひとり暮らしのお年寄りなどが、

日々の生活に苦労されている一方で、会社を退職された人など比較的時間

に余裕のある人たちも住んでいます。これらをマッチングすることにより、

家の掃除のお手伝いや留守番、買い物の代行など、地域で助け合う仕組み

を構築し、安心して暮らせる地域づくりを進めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【仕組み構築】 

需要と人材のマッチングによる地域住民の助け合いの仕組み構築 

     【具体的な事業】 

      ・支援希望者及び希望する業務の調査 

      ・仕組みの構築及び実践 

 

 

     コ 小学校の廃校跡地等を活用した交流拠点づくり（総合支所） 

       地域住民が主体となって、地域づくり活動や地域の課題を解決するため

の仕組みをつくり、魅力ある地域・人づくりや都市住民との交流を行い、

地域活力、地域の賑わいを創出し、地域の元気づくりを展開します。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【交流拠点づくり】 

３拠点（計画期間中の累計） 

    【具体的な事業】 

      ・小学校の廃校跡地等を活用した交流拠点づくり 

 

 

     サ 地域の活力再生に向けた時代に合った体制づくり（市民部・総合支所） 

       地域内の人材や外部の人材の活用とともに、新たな地域活動の起点とな

る取組を進めていくため、斬新な発想や取組ができる人材の育成・発掘に

取り組みます。 

       また、地域での合意のもと、住民がアイデアを出し合い、森林を始め、

川や海、温泉等の地域資源を活用した体験・交流事業を展開し、地域住民

自らが自立して積極的に自然環境整備や景観保持、環境保全などに取り組

むことのできる住民活動の仕組みを構築します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【モデルケースの確立】 

モデルとなる住民活動の仕組みの構築 

    【具体的な事業】 

      ・多様な人材の育成と活用 

      ・モデル体制の構築 
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第４ より実効性のある戦略とするために 

  １ 戦略の推進 

  （１）検証体制 

     戦略を客観的に評価し、さらに実効性のあるものとして磨きをかけるため、

市民をはじめ、産業界・行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メディア

（産官学金労言）などの外部組織による検証を行います。 

     

  （２）検証の仕組み 

     各施策に設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成度を確認し、ＰＤＣＡ

サイクルによる検証を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 三重県との連携 

    三重県が策定した三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略と連携し、効果的・

効率的に施策を実施します。また、地方創生に向け必要とする支援や制度があれ

ば、三重県と連携して国等への提案・要望を行います。 

 

 

  ３ 国との連携 

    国の補助制度や有利な財源、支援制度、提供される情報等を積極的に活用しま

す。 

    また、地方創生に向け必要とする支援や制度があれば、国への提案・要望を行

います。 

 

総合戦略 

Action 
（改善する） 

Plan 
（計画を立てる） 

 

Check 
（検証する） 

 

Do 
（実行する） 

 
・市民 

・産業界 （産） 

・行政機関（官） 

・教育機関（学） 

・金融機関（金） 

・労働団体（労） 

・メディア（言） 
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■総合戦略施策体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標①   

出会い・結婚・出産・子育てしやすい環境づくり 

津市に住み、結婚したい、子どもを産みたい、子どもを育てたいと思う人たち

の希望がかなう環境づくりを進めます。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（H31 年度） 

出生数 2,196 人／年 2,200 人／年 

 

基本目標②  

産業振興、企業立地等による安定した雇用の創出・拡大 

津市で家庭を持ち、安定した暮らしをしたいという人の希望をかなえるために

必要となる雇用の創出・拡大を図ります。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（H31 年度） 

従業員数 

（雇用保険被保険者数） 
84,133 人／年 86,000 人／年 

 
基本目標③  

定住・還流・移住などによる新たなひとの流れの創出 

津市への定住や移住、交流といった観点からの、津市への新たなひとの流れの

創出を図ります。 

数値目標 現状値（Ｈ26 年度） 目標値（H31 年度） 

転出超過数（※） 

※転出数から転入数を 

引いたもの 

432 人／年 150 人／年 

 

基本目標④ 

人と人が繋がった暮らしやすい地域づくり 

地域に暮らす人たちが明るい将来を思い描き、互いに支え合い、笑顔があふれる地域づ

くりを進めます。 

数値目標 現状値（H26 年度） 目標値（H31 年度） 

市政アンケートで、「津市は住み

やすい」と回答した人の割合 
80.１％ 90.０％ 

 

（１）出会い・結婚 

（２）妊娠・出産 

（３）子育て 

 

（１）産業振興の推進 

（２）企業立地の促進 

（１）定住の促進 

（２）還流の促進 

（３）移住の促進 

（４）人々が行き交う津づくり 

（１）地域福祉の充実 

（２）安全で安心して暮らせる地域づくり 

ア 出会いの場の創出（健康福祉部） 

イ 出会いの場の情報発信（健康福祉部） 

ア 妊娠・出産から子育てへと途切れのない支援（健康福祉部） 

イ 従業員の妊娠、出産等を支援する企業への助成（商工観光部） 

ウ 中学生からの若年層を対象にした妊娠・出産に関する医学的知見を踏まえた知識等の普及啓発（教育委員会・健康福祉部） 

ア 幼保連携型認定こども園の整備（健康福祉部・教育委員会） 

イ 世代を超えた交流の場づくり（健康福祉部） 

ウ 子育てを支援する公園の整備（建設部） 

エ 地域子育て支援センターの充実（健康福祉部） 

オ 子ども・子育てに関する相談・支援の体制の充実（健康福祉部） 

カ 待機児童ゼロの維持継続（健康福祉部） 

キ 子ども医療費助成の拡大（健康福祉部） 

ク 就学前教育の充実（教育委員会・健康福祉部） 

ケ 放課後児童クラブの充実（教育委員会） 

コ 子どもたちの学力向上と安全の確保に向けた小中学校の教育環境の充実（教育委員会） 

サ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進（市民部） 

ア 企業の人材育成・確保に向けた支援（商工観光部） 

イ 企業の自動化・制御技術の導入、高度化に対する生産性向上支援（商工観光部） 

ウ 産業振興センターの機能見直しと企業支援の充実（商工観光部） 

エ 環境意識の高揚と再生可能エネルギー等の導入促進（環境部） 

オ 起業・創業に向けた支援（商工観光部） 

カ 農林水産業における新規就業者の確保・定着支援（農林水産部） 

キ 農地集積・集約化の促進（農林水産部） 

ク 地域農産物、水産物、木材を活かした新商品の開発、６次産業化の促進（農林水産部） 

ケ 農業・農村の多面的機能の維持・発揮等による農山漁村の活性化（農林水産部） 

ア 中勢北部サイエンスシティ等の工業団地への企業誘致の推進（商工観光部） 

イ 多様な業種の集積と魅力ある雇用環境の創出を目指した企業立地の展開（商工観光部） 

ア 市内在学の高校生・大学生等の市内企業への就職の促進（商工観光部） 

イ 高齢者や障がい者の就労支援（健康福祉部） 

ウ コンパクトで快適な賑わいのあるまちづくりの推進（都市計画部） 

エ 公共交通の充実（都市計画部） 

オ 道路ネットワークの整備と適正管理（建設部・市民部） 

カ 住みたくなるような魅力ある住環境の形成（都市計画部） 

ア 都市圏等の大学に進学した学生の市内企業へのＵＩＪターン就職の促進（商工観光部） 

イ 市外就労者の市内企業への就職の促進（商工観光部） 

ウ 三重短期大学への入学と卒業生の市内企業への就職の促進（三重短期大学） 

ア 様々な移住ニーズに対応できる移住相談体制の充実（政策財務部・都市計画部） 

イ プロモーションビデオ、パンフレット等による移住促進に向けた情報発信・PR（政策財務部） 

ウ 家庭菜園などの余暇の楽しみ方を絡めた“いなか暮らし体験”の利用促進（美杉総合支所） 

エ 空き家情報バンクへの登録と住宅情報の提供の充実（都市計画部、美杉総合支所） 

オ ライフステージの節目などに求められる住宅取得等に係る支援の充実（都市計画部） 

ア 外国人も含めた観光客増加に向けた取組の促進（商工観光部） 

イ ＭＩＣＥの誘致活動の促進（商工観光部・政策財務部） 

ウ 津市産業・スポーツセンターなどの施設を活かしたスポーツ交流の促進（スポーツ文化振興部） 

エ 競艇事業の活性化（競艇事業部） 

オ 商店街の賑わいの創出（商工観光部） 

カ 地域特性を踏まえた観光資源の活用促進（商工観光部） 

ア 医療・福祉・介護の連携による地域包括ケアシステムの確立（健康福祉部） 

イ 地域密着型サービスの充実（健康福祉部） 

ウ 無医地区の解消（健康福祉部） 

ア 地域コミュニティの充実（市民部・教育委員会） 

イ 安心で安定した給水の確保（水道局） 

ウ 生活排水処理対策と治水対策の総合的な推進（下水道局） 

エ 自然環境の保全と循環社会の形成（環境部） 

オ 公共施設等総合管理計画に基づく公共施設の老朽化対策（政策財務部） 

カ 消防団の充実強化（消防本部） 

キ 外国人を含めた地域住民の顔が見えるコミュニティの形成（市民部） 

ク 地域課題の自立した取組や持続可能な活動に向けた支援（市民部） 

ケ 地域住民の助け合いを育む仕組みづくり（市民部・健康福祉部・総合支所） 

コ 小学校の廃校跡地等を活用した交流拠点づくり（総合支所） 

サ 地域の活力再生に向けた時代に合った体制づくり（市民部・総合支所） 
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■本編 図表データ 

 

図表１ 総人口の推移 

 

 

 

 

図表２ 地域別の人口の推移（各年９月末現在。外国人を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 年齢３区分別人口の推移 ※各年齢人口の合計が総人口にならないのは、年齢不詳があるため 

 

 

 

 

 

 

図表６ 出生数・死亡数・転入数・転出数の推移 

 Ｈ17～18 年 Ｈ18～19 年 Ｈ19～20 年 Ｈ20～21 年 Ｈ21～22 年 Ｈ22～23 年 Ｈ23～24 年 Ｈ24～25 年 

死亡数 2,616 2,596 2,823 2,741 2,892 2,994 2,881 3,056 

出生数 2,441 2,471 2,499 2,526 2,302 2,415 2,348 2,297 

転入数 13,578 12,690 12,824 11,247 10,621 10,759 10,790 10,402 

転出数 13,446 12,383 12,632 12,734 11,586 11,175 11,314 10,431 

 

 

図表７ 総人口の増減における社会・自然増減との関係 

  Ｈ17～18 年 Ｈ18～19 年 Ｈ19～20 年 Ｈ20～21 年 Ｈ21～22 年 Ｈ22～23 年 Ｈ23～24 年 Ｈ24～25 年 

自然増減数 -175 -125 -324 -215 -590 -579 -533 -759 

社会増減数 132 307 192 -1487 -965 -416 -524 -29 

人口増減数 -43 182 -132 -1,702 -1,555 -995 -1,057 -788 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
津 165999 165877 165732 164737 164000 163301 162356 161745 161195
久居 42798 43622 43963 43728 43661 43871 43692 43814 44001
河芸 18663 18776 18957 19014 18940 18984 18841 18827 18940
芸濃 8695 8744 8840 8925 8860 8806 8818 8766 8709
美里 4182 4110 4076 4000 3952 3908 3869 3795 3753
安濃 11418 11423 11392 11361 11287 11303 11187 11071 10942
香良洲 5495 5428 5395 5375 5323 5297 5139 5044 4970
一志 15318 15275 15306 15258 15291 15324 15353 15238 15250
白山 13451 13272 13146 13020 12814 12683 12422 12205 12002
美杉 6609 6381 6112 5965 5780 5554 5391 5206 5049

1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総人口 226,065 230,315 242,000 257,198 265,443 273,817 280,384 286,519 286,521 288,538 285,746 280,415 272,965 263,731 253,518 242,682 231,320

生産年齢人口 147,432 157,489 166,177 172,924 177,744 184,732 192,789 194,899 189,446 184,992 175,473 165,882 158,050 151,484 143,655 134,410 122,610

老年人口 16,550 18,386 21,555 25,204 29,409 33,204 38,143 46,058 54,869 63,197 69,937 79,415 82,796 83,136 83,316 83,251 84,886

年少人口 62,083 54,440 54,268 59,019 58,212 55,793 49,395 45,524 42,176 39,635 37,466 35,118 32,119 29,111 26,547 25,021 23,824

1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

津市総人口 229,625 226,065 230,315 242,000 257,198 265,443 273,817 280,384 286,519 286,521 288,538 285,746 280,415 272,965 263,731 253,518 242,682 231,320
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図表９ 世帯数と世帯当たり人員の推移 

  1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 

一般世帯数 75,811 81,428 88,543 97,489 102,598 108,432 112,852 

世帯当たり人員 3.40 3.27 3.08 2.87 2.73 2.58 2.46 

 

 

図表１０ 世帯別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

図表１１ 合計特殊出生率の推移 

  H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

津市 1.26 1.39 1.40 1.43 1.40 1.43 1.45 1.47 

三重県 1.35 1.37 1.38 1.40 1.51 1.47 1.47 1.49 

全国 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 

 

 

図表１２ 婚姻件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

図表１３ 年齢別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S55年 S58年 S59年 S60年 S61年 S62年 S63年 H元年 H2年 H3年 H4年 H5年 H6年 H7年 H8年 H9年

1,621 1,610 1,591 1,599 1,532 1,552 1,469 1,471 1,556 1,532 1,546 1,653 1,650 1,588 1,650 1,598

H10年 H11年 H12年 H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年

1,587 1,537 1,649 1,637 1,569 1,520 1,479 1,401 1,456 1,530 1,505 1,516 1,464 1,328 1,350 1280

1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

男　20-24 82.7 90.1 91.6 90.3 90.0 88.0 91.5 92.1 92.2 92.6 92.9 93.4 94.0

男　25-29 34.3 41.0 46.1 45.7 46.5 48.3 55.1 60.4 64.4 66.9 69.3 71.4 71.8

男　30-34 8.0 9.1 9.9 11.1 11.7 14.3 21.5 28.1 32.6 37.3 42.9 47.1 47.3

男　35-39 3.2 3.1 3.6 4.2 4.7 6.1 8.5 14.2 19.0 22.6 25.7 30.0 35.6

女　20-24 55.2 66.4 68.3 68.1 71.6 69.2 77.7 81.4 85.0 86.4 87.9 88.7 89.6

女　25-29 15.2 20.6 21.7 19.0 18.1 20.9 24.0 30.6 40.2 48.0 54.0 59.0 60.3

女　30-34 5.7 7.9 9.4 9.0 7.2 7.7 9.1 10.4 13.9 19.7 26.6 32.0 34.5

女　35-39 3.0 3.9 5.4 6.8 5.8 5.3 5.5 6.6 7.5 10.0 13.8 18.4 23.1

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

核家族世帯数 44,275 46,764 50,670 55,666 60,173 63,164 64,602

高齢単身世帯数 2,029 2,763 3,799 5,192 6,846 8,952 10,307

高齢夫婦世帯数 4,211 5,491 7,956 10,061 12,147 13,823

単独世帯数 10,890 13,788 17,952 23,104 25,555 29,866 34,282
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図表１４ 合計特殊出生率、婚姻件数及び出生数の関係 

  H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

合計特殊出生率 1.39 1.40  1.43 1.40  1.43 1.45 1.47 

婚姻件数 1,530 1,505 1,516 1,464 1,328 1,350 1,280 

出生数 2,471 2,499 2,526 2,302 2,415 2,348 2,297 

 

 

図表１６ 男性・年齢階級別 県内外からの転入数 
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県内 192 61 30 110 250 364 328 198 123 77 63 53 47 27 17 11 5 7 3 

県外 179 84 44 220 557 449 320 271 219 158 109 71 68 35 21 8 7 4 1 

合計 371 145 74 330 807 813 648 469 342 235 172 124 115 62 38 19 12 11 4 

 

 

図表１７ 男性・年齢階級別 県内外への転出数 
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県内 156 39 13 94 247 358 296 206 121 81 70 45 37 26 11 12 17 5 4 

県外 181 118 47 252 618 550 357 280 215 135 131 60 53 30 10 9 4 5 1 

合計 337 157 60 346 865 908 653 486 336 216 201 105 90 56 21 21 21 10 5 

 

 

図表１８ 男性・年齢階級別 純移動数（転入数－転出数） 
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県内 36 22 17 16 3 6 32 -8 2 -4 -7 8 10 1 6 -1 -12 2 -1 

県外 -2 -34 -3 -32 -61 -101 -37 -9 4 23 -22 11 15 5 11 -1 3 -1 0 

合計 34 -12 14 -16 -58 -95 -5 -17 6 19 -29 19 25 6 17 -2 -9 1 -1 
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図表１９ 女性・年齢階級別 県内外からの転入数 
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県内 171 58 36 82 263 340 258 160 75 47 30 25 27 16 16 14 21 19 7 

県外 162 83 37 112 257 323 268 178 130 61 44 44 27 24 14 14 16 14 14 

合計 333 141 73 194 520 663 526 338 205 108 74 69 54 40 30 28 37 33 21 

 

 

図表２０ 女性・年齢階級別 県内外への転出数 
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県内 167 43 24 68 279 389 239 153 71 41 35 31 30 23 17 12 18 15 5 

県外 200 115 55 129 374 418 304 214 125 60 43 39 31 25 22 20 23 20 7 

合計 367 158 79 197 653 807 543 367 196 101 78 70 61 48 39 32 41 35 12 

 

 

図表２１ 女性・年齢階級別 純移動数（転入数－転出数） 
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県内 4 15 12 14 -16 -49 19 7 4 6 -5 -6 -3 -7 -1 2 3 4 2 

県外 -38 -32 -18 -17 -117 -95 -36 -36 5 1 1 5 -4 -1 -8 -6 -7 -6 7 

合計 -34 -17 -6 -3 -133 -144 -17 -29 9 7 -4 -1 -7 -8 -9 -4 -4 -2 9 

 

 

図表２２ 年齢階級別の人口移動状況 

 

 

 

 

０～４歳 ５～９歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 不詳

2012 92 -28 -35 -46 -200 -171 24 13 34 -36 -43 12 21 23 2 -8 -21 -1 -3 -3
2013 0 -29 8 -19 -191 -239 -22 -46 15 26 -33 18 18 -2 8 -6 -13 -1 8 0
2014 67  -26  -5  -51  -121  -88 74 21 28 9 12  -13  -4  -16 1  -11  -3  -1 4 0
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図表２３ 年齢階級別５年間の人口移動の推移（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２４ 年齢階級別の人口移動状況（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２５ 年齢階級別の人口移動状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２６ 地域ブロック別の人口移動状況 
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中
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九
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伊
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東
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州 

県
内
（
不
明
） 

他
県
（
不
明
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2012 -3 1 22 -196 -278 -110 27 6 -47 -195 16 202 99 82 0 0 

2013 19 32 -21 -220 -340 -121 50 -30 -2 -151 1 141 28 114 0 0 

2014 6 8 5 -226 -249 -128 50 13 26 -19 135 153 41 98 -41 5 

年齢区分 1980→1985 1985→1990 1990→1995 1995→2000 2000→2005 2005→2010

0～4歳→5～9歳 420 523 584 154 389 150
5～9歳→10～14歳 617 382 404 133 -59 -75

10～14歳→15～19歳 1166 864 1107 -11 -103 310
15～19歳→20～24歳 -1582 -1222 -695 -1166 -336 -183
20～24歳→25～29歳 -15 -418 -580 -1434 -704 -1210
25～29歳→30～34歳 399 677 946 209 552 -93
30～34歳→35～39歳 330 438 561 77 348 -23
35～39歳→40～44歳 181 402 360 117 120 -159
40～44歳→45～49歳 -75 -45 195 -27 12 -165
45～49歳→50～54歳 51 71 293 -184 30 -91
50～54歳→55～59歳 197 104 178 78 159 -61
55～59歳→60～64歳 186 139 143 285 233 270
60～64歳→65～69歳 98 25 119 113 182 289
65～69歳→70～74歳 120 155 70 66 303 240
70～74歳→75～79歳 100 110 12 182 249 197
75～79歳→80～84歳 -9 36 -63 35 222 187
80～84歳→85～89歳 40 -12 7 16 288 -42
85～89歳→90歳～ 30 26 26 208 314 152

年齢区分 1980→1985 1985→1990 1990→1995 1995→2000 2000→2005 2005→2010

0～4歳→5～9歳 246 276 349 111 189 158
5～9歳→10～14歳 408 157 254 75 64 8

10～14歳→15～19歳 842 629 767 4 -22 115
15～19歳→20～24歳 -1020 -911 -629 -793 -215 -339
20～24歳→25～29歳 -22 -453 -515 -819 -387 -554
25～29歳→30～34歳 177 330 608 146 329 -20
30～34歳→35～39歳 136 263 302 83 238 -22
35～39歳→40～44歳 149 284 220 55 131 -38
40～44歳→45～49歳 34 2 88 85 51 -84
45～49歳→50～54歳 27 14 161 -146 12 -133
50～54歳→55～59歳 85 82 61 6 61 -40
55～59歳→60～64歳 95 62 64 128 124 147
60～64歳→65～69歳 24 31 76 38 180 183
65～69歳→70～74歳 64 72 48 85 220 185
70～74歳→75～79歳 18 53 37 84 127 177
75～79歳→80～84歳 23 56 0 36 131 66
80～84歳→85～89歳 24 -28 21 -25 69 -23
85～89歳→90歳～ 4 19 9 84 46 21

年齢区分 1980→1985 1985→1990 1990→1995 1995→2000 2000→2005 2005→2010

0～4歳→5～9歳 174 247 235 43 200 -8
5～9歳→10～14歳 209 225 150 58 -123 -83
10～14歳→15～19歳 324 235 340 -15 -81 195
15～19歳→20～24歳 -562 -311 -66 -373 -121 156
20～24歳→25～29歳 7 35 -65 -615 -317 -656
25～29歳→30～34歳 222 347 338 63 223 -73
30～34歳→35～39歳 194 175 259 -6 110 -1
35～39歳→40～44歳 32 118 140 62 -11 -121
40～44歳→45～49歳 -109 -47 107 -112 -39 -81
45～49歳→50～54歳 24 57 132 -38 18 42
50～54歳→55～59歳 112 22 117 72 98 -21
55～59歳→60～64歳 91 77 79 157 109 123
60～64歳→65～69歳 74 -6 43 75 2 106
65～69歳→70～74歳 56 83 22 -19 83 55
70～74歳→75～79歳 82 57 -25 98 122 20
75～79歳→80～84歳 -32 -20 -63 -1 91 121
80～84歳→85～89歳 16 16 -14 41 219 -19
85～89歳→90歳～ 26 7 17 124 268 131
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図表２７～２９  

 

  

転入超過数
①-②

 総　　　　数 　 8,238  総　　　　数 8,361  総　　　　数 　 -123

 01  北    海     道 73  01  北    海     道 67  01  北    海     道 6
 02  青    森     県 17  02  青    森     県 17  02  青    森     県 0
 03  岩    手     県 13  03  岩    手     県 10  03  岩    手     県 3
 04  宮    城     県 29  04  宮    城     県 23  04  宮    城     県 6
 07  福    島     県 14  07  福    島     県 15  07  福    島     県 -1
 08  茨    城     県 64  08  茨    城     県 58  08  茨    城     県 6
 09  栃    木     県 23  09  栃    木     県 25  09  栃    木     県 -2
 10  群    馬     県 17  10  群    馬     県 16  10  群    馬     県 1
 11  埼    玉     県 152  11  埼    玉     県 148  11  埼    玉     県 4
 12  千    葉     県 117  12  千    葉     県 132  12  千    葉     県 -15
 13  東    京     都 352  13  東    京     都 527  13  東    京     都 -175
 14  神  奈  川   県 221  14  神  奈  川   県 261  14  神  奈  川   県 -40
 15  新    潟     県 22  15  新    潟     県 19  15  新    潟     県 3
 16  富    山     県 39  16  富    山     県 35  16  富    山     県 4
 17  石    川     県 61  17  石    川     県 68  17  石    川     県 -7
 18  福    井     県 35  18  福    井     県 44  18  福    井     県 -9
 20  長    野     県 76  20  長    野     県 71  20  長    野     県 5
 21  岐    阜     県 204  21  岐    阜     県 212  21  岐    阜     県 -8
 22  静    岡     県 195  22  静    岡     県 163  22  静    岡     県 32
 23  愛    知     県 1,250  23  愛    知     県 1,497  23  愛    知     県 -247
 24  三    重     県 3,614  24  三    重     県 3,247  24  三    重     県 367
  202 四  日  市  市 487   202 四  日  市  市 460   202 四  日  市  市 27
  203 伊    勢    市 285   203 伊    勢    市 192   203 伊    勢    市 93
  204 松    阪    市 883   204 松    阪    市 747   204 松    阪    市 136
  205 桑    名    市 118   205 桑    名    市 144   205 桑    名    市 -26
  207 鈴    鹿    市 691   207 鈴    鹿    市 678   207 鈴    鹿    市 13
  208 名    張    市 128   208 名    張    市 96   208 名    張    市 32
  209 尾    鷲    市 78
  210 亀    山    市 181   210 亀    山    市 224   210 亀    山    市 -43
  211 鳥    羽    市 52   211 鳥    羽    市 18   211 鳥    羽    市 34
  212 熊    野    市 61   212 熊    野    市 58   212 熊    野    市 3
  214 い  な  べ  市 49   214 い  な  べ  市 32   214 い  な  べ  市 17
  215 志　　摩　　市 84   215 志　　摩　　市 55   215 志　　摩　　市 29
  216 伊　　賀　　市 145   216 伊　　賀　　市 136   216 伊　　賀　　市 9
  324 東    員    町 12
  341 菰    野    町 58   341 菰    野    町 60   341 菰    野    町 -2

  343 朝    日    町 14
  344 川    越    町 36   344 川    越    町 39   344 川    越    町 -3
  441 多    気    町 36   441 多    気    町 21   441 多    気    町 15
  442 明    和    町 54   442 明    和    町 46   442 明    和    町 8

  443 大    台    町 24
  461 玉    城    町 12   461 玉    城    町 22   461 玉    城    町 -10
  471 大    紀    町 19   471 大    紀    町 16   471 大    紀    町 3
  472 南  伊  勢  町 23   472 南  伊  勢  町 19   472 南  伊  勢  町 4
  543 紀　　北　　町 33   543 紀　　北　　町 21   543 紀　　北　　町 12
  561 御    浜    町 18   561 御    浜    町 16   561 御    浜    町 2
  562 紀    宝    町 29   562 紀    宝    町 26   562 紀    宝    町 3
  その他の市町村 42   その他の市町村 83   その他の市町村 -41
 25  滋    賀     県 128  25  滋    賀     県 99  25  滋    賀     県 29
 26  京    都     府 133  26  京    都     府 168  26  京    都     府 -35
 27  大    阪     府 366  27  大    阪     府 489  27  大    阪     府 -123
 28  兵    庫     県 191  28  兵    庫     県 223  28  兵    庫     県 -32
 29  奈    良     県 137  29  奈    良     県 105  29  奈    良     県 32
 30  和  歌  山   県 58  30  和  歌  山   県 57  30  和  歌  山   県 1
 31  鳥    取     県 19  31  鳥    取     県 18  31  鳥    取     県 1
 32  島    根     県 12
 33  岡    山     県 46  33  岡    山     県 38  33  岡    山     県 8
 34  広    島     県 55  34  広    島     県 56  34  広    島     県 -1
 35  山    口     県 48  35  山    口     県 18  35  山    口     県 30
 36  徳    島     県 10  36  徳    島     県 11  36  徳    島     県 -1
 37  香    川     県 36  37  香    川     県 31  37  香    川     県 5
 38  愛    媛     県 41  38  愛    媛     県 35  38  愛    媛     県 6
 39  高    知     県 15  39  高    知     県 12  39  高    知     県 3
 40  福    岡     県 86  40  福    岡     県 83  40  福    岡     県 3
 41  佐    賀     県 14  41  佐    賀     県 12  41  佐    賀     県 2
 42  長    崎     県 37  42  長    崎     県 47  42  長    崎     県 -10
 43  熊    本     県 40  43  熊    本     県 30  43  熊    本     県 10
 44  大    分     県 17  44  大    分     県 13  44  大    分     県 4
 45  宮    崎     県 32  45  宮    崎     県 39  45  宮    崎     県 -7
 46  鹿  児  島   県 39  46  鹿  児  島   県 35  46  鹿  児  島   県 4
 47  沖    縄     県 71  47  沖    縄     県 51  47  沖    縄     県 20
 その他の県 19  その他の県 14  その他の県 5

転出数
②

住所地移動前の住所地
転入数

①
移動後の住所地
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図表４７ 総人口推計の比較 

 

 

 

 

 

 

図表５４ 津市の人口の将来展望 

 

 

 

 

 

図表５５ 年少人口の将来展望 

 

 

 

 

図表５６ 老年人口の将来展望 

 

 

 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
社人研推計準拠 285747 280415 272965 263731 253518 242682 231320 219521 207440 194952 182278
津市の将来展望 285747 281806 276644 270920 264877 258832 252477 245789 239017 232041 225188
【参考】日本創成会議推計準拠 285747 280415 272361 262375 251344 239617 227194 214591 201922 189029 176002

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
社人研推計準拠 24.7% 28.3% 30.3% 31.5% 32.9% 34.3% 36.7% 38.0% 38.6% 39.1% 39.5%
津市の将来展望 24.7% 28.0% 29.7% 30.4% 31.3% 32.2% 33.8% 34.3% 34.0% 33.6% 32.8%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
パターン１ 285,747 280,415 272,965 263,731 253,518 242,682 231,320 219,521 207,440 194,952 182,278
パターン２ 285,747 280,415 272,361 262,375 251,344 239,617 227,194
シミュレーション１ 285,747 280,872 274,181 267,731 262,063 255,675 248,868 241,950 234,972 227,820 220,898
シミュレーション２ 285,747 282,142 276,202 270,537 265,822 260,326 254,058 247,620 241,156 234,484 227,969

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
社人研推計準拠 13.1% 12.5% 11.8% 11.0% 10.5% 10.3% 10.3% 10.2% 9.9% 9.6% 9.4%
津市の将来展望 13.1% 12.7% 12.6% 12.8% 13.2% 13.8% 14.4% 14.7% 14.8% 14.7% 14.9%


